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/ 1 前年度著鴎高事項等に対する措置等
〃/ ( 1 ) 高藤事項 該当 な し

　 　 　　 　 　　( 2 ) 監査意見 該当な し

く 3 ) 決算審査意見 該当 な し

2 前年度県議会決算春酵寺別委員会の指摘事項 (ロ頭指摘を含む。 ) に対する処理状況

指 . 摘 事 項 措 置 - て ん 末

3 新エネルギーの導火促進について
地球温暖化への対応として 、 本県では太陽光発

電、 風力 発電 、 中小水力発電 、 木質バイオマスなど

様々な小型新エネルギーの技術開発 ･ 導入を行って

いるところであ ります 。 ･

そ の 中でも 、 住宅用 太陽光発電について は 、 市
町村と共同 した補助などによ り普及が進みつつあ り

ますが 、 他の新エネルギーについては 、 技術面 ･ 経

済性など依然と し て課題があ り 、 革新的な技術開

発 、 導入支援制度の充実が必要であ り ます 。 また 、

県有施設が新エネルギーを率先して導入し 、 県民 ･

事業所等にPRを図るとともに、 事業者の育成を図る
ことが期待されているところであ ります 。

こ のため 、 県にお いては山陰海岸学習館 、 西部

総合事務所と食肉衛生検査所にペレッ トボイラーを

導入 している ところであ り 、 また 、 他にもペ レッ トス ト

ーブを導入しているところであ ります。

しか し 、 その他の県有施設については 、 設計段階

で新エネルギーの導入が検討されていないなど 、 県

庁内で共通の見解が得られていないと思われる事

例が見受けられます。

ついては 、 今後も県有施設が改修 ･ 新築する場合

は 、 新エネルギーを積極的に導入するよう 県庁内で

共通認識を徹底する と ともに 、 新エネルギーの導入

計画を策定することが必要であ ります。

平成 2 2 年度か ら 、 改正省エネ法や鳥取県地

球温暖化対策条例の完全施行に伴い 、 県も一事

業者と して施設にお ける省エネルギーや温室効

果ガス排出削減の具体的な取組計画を策定する

こ と と してお り 、 そ の計画の 中 に新エネルギーの

導入計画を盛り込むこととする 。

新エネルギーに関する技術開発、 導入促進は、 と

っとり発グリーンニューディールの主要な戦略項目で

あ り 、 関係課で構成するワーキンググループにおい

て施策の立案･調整を行っており 、 その中で県施設へ

の新エネルギーの積極的導入についての共通認識

の徹底を図る 。

課 , 名 係 ( 担 当 ) 名 課 の 主 な 所 掌 事 務

環境立県推進課 総務担当

部の連絡調整に関す る こ と 。

部の予算経理及び庶務に関する こ と (会計局審査出納課及び

庶務集中局集中業務課の所掌に属す る も の を除 く 。 ) 。
･ その他部内他課の所掌に属 し ない こ と 。

環境立県戦略担当

･ 生活環境施策の企画及び総合調整に関す る こ と 。

, . 環境の保全のための総合調整に関す る こ と 。
. 環境影響評価に関す る こ と 。
･ 公害に係る紛争の処理に関する こ と 。

･ 環境教育に関する こ と 。

･ 環境活動の推進に関す る こ と 。

I S O担当 ･ 環境管理システムに関す る こ と 。

グ リ ーンニュー

デ ィ ール推進室

と っ と り 発グ リ ー ンニューデ ィ ールの推進に関する こ と 。

･ 地球温暖化対策に関する こ と 。

新エネルギーの普及及び推進に関す る こ と 。
エネルギー対策に関する こ と。

鉱業権に関する こ と 。
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4 職員の講員 現員輻冊べ

種 別

＼＼＼
区 分 、

聟0鰯減損 技′ 繊麗員 鱗賤韻 計
備 考

盤≧ 41

現 在

21 . 41

′ 現 在

残し 4. 1

現 在

21 . 4, 1

現 在

銘し 4, 1

現 在

21 . 4. 1

現 在

笈ぬ 4. 1

現 在

21 . 4. 1

現 在

定 員 1 5 1 5 7 6 O O 2 2 2 1

'

現 員 1 7 1 6 6 6 O 0 2 3 2 2
21 年度育児休業 1 名含む

22年度育児休業 鷲 名含む

過不 足 (勾 2 ｢I △ 1 O O O 1 1

l

臨 時 職 員 1I O

一 I - ~ ‐ ‐

I

-

1 〇
- -

非 常勤職員 3 2

l

' 3 2 部長秘書 1 名 、 補助 2 名

(平成2 2年8月 1 日現在勤

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

生活環境部長 法 橋 誠
年

1

月

4

生活環境部次長 三 木 文 責 4

(環境立県推進課)
'

課 長 寺 坂 和 利 2 , 4

･ グ リ ーンニューデ ィ ール

推 進 室 長
小 林 真 司

･

4

課 長 補 佐 高 務 裕 子 1 4

主 幹 池 上 祥 子 2 4

主 幹 平 木 尚一郎 2 4

主 幹 小 川 芳 郎 1 4 (継続勤務 4 年 4 か月 )

主 幹 松 本 秀 樹 l 4
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6 主な事業に関する調べ

事 三案 名 概 要

と っ と り 発 グ リ ーン

ニューディールの 取

組

とっ と り 発 グ リ ーン ,

ニ ューディール基 金

造 成 事 業

と っ と り 発 グ リ ーン

ニューディール市 町

村補 助 金

決 算 額

9 2 0 , 0 1 5 千 円

( 財 源内 訳 )

国 庫 支 出 金

8 9 2 , 3 1 8 千 円

一 般 財 源

0千 円

そ の 他
2 7 , 6 9 7 千 円

0将 来 ビ ジ ョ ン

m 守 る

( 1 ) 豊 か な 自 然 環 境

を 守 り 、 育 て 、 次 代

につ な げる

ア 目 的及び事業の実施状況

(ア ) 目 的

○ ｢ 環 境 ｣ をキー ワー ド と し て 、 こ れ ま で に培 われた技 術 や企 業 誘 致 による 技 術

の 集 積 、 技 術 革 新 に よ る 新 技 術 の 産 業 化 をすす め v 次 世 代 へつ な がる 鳥 取

県 の 社 会 成 長 を実 現 す る た め の 、 ｢ と っ と り 発 グ リ ーンニューディール ~ 次 世

代 へつ な げる 社 会 成 長 戦 略 ~ ｣ を 策 定 する 。

0 地 域 に お ける 地 球 温 暖 化 対 策 等 の 支 援 を 目 的 と し て 創 設 された 国 の r 地 域

グ リ ー ン ニ ュ-デ ィー ル 基 金 ｣ を 、 本 県 で 行 わ れ る 当 該 対 策 事 業 に 充 当 す る

た め 、 ｢ と っ と り 発 グ リ ーンニューア イール 基 金 ｣ を 新 設する 。 積 立 てた基 金 は 、

平 成 2 1 年 度 か ら平 成 2 3 年 度 ま で の 間 で取 崩 し 、 県 及 び市 町 村 で実 施 す る

基 金 対 象 事 業 に活 用 する 。 ,

( イ ) 事 業 の 実 施 状 況

0 とっ と り 発グ リーンニューディールの取組み

戦略の 策定を 県 の 緊急プロ ジェク ト と して ｢ グ リ ーンニューナイールプロ ジェク トチ

ーム ｣ を結成 した 。 5 月 に素案の作成 、 6 月 にパブ リ ッ ク コ メン ト 、 県 政電子アンケー

ト ( 応 募意見数 2 4 1 件 ) 、 企 業訪 問 実施を実施 し 、 9 月 1 5 日 に ｢ と っ と り 発グ リ ーン

ニューディール ｣ を公表 した 。

○ と っ と り 発 グ リ ーンニ ュー7 イール基 金 及 び同 市 町 村 補 助 金

国 の 補 助 金 を 活 用 し 、 補 正 予 算 に お い て ｢ と っ と り 発 グ リ ーン ニ ュー ア イー

ル基 金 ( 8 . 9 億 円 ) ｣ を 造 成 した 。 現 在 県 及 び市 町 村 の 温 暖 化 対 策 事 業 の

財 源 に充 当 し 活 用 中 で あ る 。

@ 県 実 施事 業

, 事 業 区 分
事 業

実 施 者
事 業 名

事 業 実 施 年 度

H 2 1 H 2 2 H 2 3

公 共 施 設 省 エ

ネ ふ グ リ ー ン 化

公園 自 然 県 立 都 市 公 園 外 灯 L E D 化 促 進 事 業 〇

環境立県 マ イ ク ロ 水 力 ･発 電 導 入 促 進 モデル事 業 O

民 間 施 設 省 工

ネ . グ リ ー ン 化 .

環境立県 住 宅 用 太 陽 光 発 電 等 導 入 促 進 事 業 〇 〇

環境立県 マ イ ク ロ 水 力 発 電 導 入 促 進モデル事 業 〇

微量 P C B 対 策 循環型社会 微 量 P C B 汚 染 廃 棄 物 処 理 対 策 推 進 事 業 〇 〇 〇

海 岸 漂 着 物 河川 l ･ 空港港湾 海 岸 漂 着 物 等 処 理 事 業 〇 〇 〇

@ 市 町 村 実 施 事 業 ( と っ と り 発 グ リ ー ン ニューア イール市 町 村 補 助 金 )

事業 区 分
事 業

実 施 者
事 業 名 ' ‘ ‐

事 業 実 施 年 度

H 2 1 H 2 2 H 2 3

公 共 施 設 省 エ

ネ ･ グ リ ー ン 化

鳥 取 市 鳥 取 市 立 病 院 省 エ ネ 対 策 事 業 〇

- 米 子 市 米 子 市 児 童 文 化 セ ン タ ー省 エネ改 修 事 業 ○ 〇

倉 吉 市 倉 吉 市 保 育 所 施 設 省 エ ネ 改 修 事 業 〇 〇

境 港 市 境 港 市 図 書 館 省 エ ネ改 修 事 業 〇

岩 美 町 岩美町省エネルギー ･ 新エネルギー導入促進事業 〇

三 朝 町 三 朝 町 役 場 庁 舎 省 エ ネ改 修 事 業 〇 ○

湯梨浜町 湯 梨 浜 町 庁 舎 省 エ ネ 改 修 事 業 〇

湯梨浜町 ハ ワ イ ゆ ーた う ん省 エ ネ 対 策 整 備 事 業 〇

南 部 町 南 部 町 庁 舎 省 エ ネ改 修 事 業 〇 〇

伯 耆 町 伯 耆 町 岸 本 公 民 館 省 エネ改 修 事 業 〇

地 域 環 境 整 備 伯 耆 町 伯 耆 町 エ コ レ ン タサ イ クル事 業 O

不法投棄監視等 米 子 市 みんなできれいな住みよいまち づ く り 推進事 業 〇 ○ 〇
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イ 平成2 1 年度 の事業実施に当た り 改善等に取 り組んだ点

o r と っ と り 発グ リ ーンニューディール ｣ の 策定 に 当 たって は 、 関連する分野を幅広 く

捉え 、 産業振興や雇用 の創 出 に繋がる よ う各部局横断的に検討した 。 ･

0 施 策 の 検 討 にあた っ て は 、 4 分 野 の 基 本 戦 略 ご と に

･ 早 期 の 実 現 可 能 性 や 県 内 産 業 へ の 波 及 効 果 が高 いも の

･ 鳥 取 県 が持 つ優 位 性 を活 かせ る も の を 重 点 的 に取 組 んだ 。

　 　 　

【 環 境 修 復 ･ 創 造 ･ リ サイ ク ル推 進 】
I ブ ラ ウ ン 管 ガラ ス の 再資 源 化 技 術 の 開 発 ( 衛 生 環 境 研 究 所 の 特 許 技

術 の 応 用 )

→ 特 許 取 得 、 県 内 企業 に よ る 製 品 化 、 国 内 外 へ の 展 開

【 環 境 新 産 業 振 興 】

. 次 世 代 電 気 自 動 車 の量 産 化 モデル車 の 開 発 へ の参 入 l

' → ベンチャー企 業 の 誘 致 、 量 産 時 に上 位部 品 メーカー と し て参 入

･ 鳥 取 芝 の 利 用 促 進 ( 鳥 取 方 式 の 推 進 、 園 試 育 成 の 新 品 種 の 活 用 )

→ 鳥 取 芝 の 生 産 拡 大

【新 エネ ルギー技 術 開 発 ･ 導 入 】

･ 太 陽 光 発 電 関 連 産 業 の 県 内 導 入

ー → 県 内 企 業の新規参 入 、 人 材 育 成 、 企 業 誘 致 ′
･ マ イ ク ロ 水 力 発 電 の 推 進 ( 産 業 技 術 セン ターの 低 コ ス ト製 品 化 研 究 )

→ 県 内 企 業 に よ る 製 品 化 、 県 外 へ の 展 開

【 環 境 の まち づ く り 】 -

県 内 森 林 整 備 を通 じ たオフセ ッ ト ク レ ジ ッ ト ( J ‐V E R ) の 取 得 ･ 販 売

包‐V E R と は 、 カ ーボン ･ オ フセ ッ ト ( 企 業 等 が 自 ら 排 出 す る C 0 2 の う ち
削 減 できな い量 を 、 他 の 場 所 での 削 減 ･ 吸 収 量 を 売 買 す る 等 に よ り 埋 め

合 わせ る こ と ) の た め に 、 環 境 省 が設 立 し た 公 的 機 関 に よ る C 0 2 吸 収
量 ･ 削 減 量 認 証 制 度 。 )

→ 新 たな森 林 ビ ジネス に よ る 林 業 振 興 、 プ ロ バ イダーの育 成

環 境 に配 慮 した住 宅 ベースモデルの 開 発

→ 県産村の需要拡大 、 県 内建設業の振興

ウ 成 果

O LE D 照 明 の 導 入 促 進

設 置 事 例 を基 に 県 内 外 へ販 路 が拡 大 し た 。

県 内 に お ける L E D 照 明 の 認 知 度 が上 昇 し た 。

受 託 加 工 か ら 自 社 ブラン ド化 へ 業 態 変 更 、 新 製 品 の 開 発 が促 進 さ れ た 。

→ 県 内 LE D 関 連 産 業 全 体 の 活 性 化 に効 果 が あ っ た 。

0 太 陽 光 発 電 の 普 及

市 町 村 と連携 した全 国 ト ッ プ レ ベルの 助 成 制 度 によ り 普 及 拡 大 した 。

導 入 量 は前 年 比 の 3 倍 と な っ た 。 ( 7 4 3 KW→ 2 , 4 4 9 KW )

0 次 世 代 電 気 自 動 車 ( EV ) 開 発 へ の 参 入

㈱S I M ‐ D r i v e が 開 発 する 次 世 代 EVの 量 産 化 モデル車 の 開 発 に 、 県 内 企

業 で組織する 団 体 が参 加 し た 。

こ う した 取 組 みも あ っ て 、 EV 開 発 工 場 が県 内 に進 出 する こ と と な っ た 。

O J 一 V ERの 取 得

･ 板井原 県有林 ( 日 野郡 日 野町地 内 ) で 、 森 林 J ‐V ERを取 得 し た 。 ( H 2 2 . 4 . 2 8 )

. し

工 課 題

0 取 組 み が進 ん でいな い 分 野 、 施 策 の 取 組 み 強 化 が必 要 で あ る 。 ( W G に よ

I る 事 業進 捗 の 管 理 ) ' l
o 基 金 の 対 象 事 業 は 、 国 の 事 業 実 施 要領 に よ っ て用 途 が限 定 されてい る 。

′ 例 温 室効 果 ガス の 削 減効 果 が把 握 できな い ソ フ ト事 業 は対 象 外 l

省 エネ改 修 に は 、 ｢ 複 合 的 又 は一 体 的 ｣ と い う 条 件 付 等 l

0 2 3 年 度 末 まで に基 金 が着 実 に消 化 できる よ う 、 事 業 の 進 捗 を 管 理 し 熱 々テ ー
残 額 や基金 運 用 益 の 活 用 方 法 を検 討 す る 必 要 が あ る 。

/
“
"
、
~
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6 主な事業に関する調べ

･ 事 業 名 概 要

鳥 取 県 住宅 用 太 陽

光 発 電 システム導

入 促 進 事 業

決 算 額

1 3 2 , 4 3 5 千 円

( 財 源 内 訳 )

国 庫 支 出 金

1 3 2 , 4 3 5 千 円

一 般 財源

0千 円
そ の 他

0千 円

0 将 来 ビ ジ ョ ン

田 守 る

( 1 ) 豊 か な 自 然 環 境

を 守 り 、 育 て 次 代

につな げる

ア 目 的及び事業の実施状況

(ア ) 目 的.

住 宅 用 太 陽 光 発 電 シス テムを導 入 する 個 人 又 は 導 入 計 画 を 策 定 する 地

区 に 対 し て 、 市 町 村 と連 携 し て 支 援 し 、 地 球 温 暖 化 対 策 を 推 進 す る と と も に

地 域 の 景 気 ･ 雇 用 対 策 に資 す る ( と っ と り 発 グ リ ーン ニューディール ) 。

( イ ) 事 業 の 実 施 状 況

次 の 表 の と お り 市 町 村 へ の 助 成 を 実 施 した 。

. -
補 助 金 / 導 入 経 費 支 援 補 助 金 モ デ ル 地 区 計 画 策 定 支

項 目 援補 助 金

補 助 対 象 者 市 町 村 市 町 村

概 要 l 個 人 が 県 内 の 住 宅 ( 店 舗 、 住 宅 用 太 陽 光 発 電 システ
事 務 所 等 と の 兼 用 は 可 ) ム を 導 入 す る モ デ ル 地 区

に 、 新 規 に住 宅 用 太 陽 光 発 計 画 の 策 定 に係 る 経 費 を

電 シ ス テ ム を 設 置 す る 費 用 助 成

を助 成

･ 補 助 率 3 分 の 2 ( 1 件 当 た り 1 0 0 千 2 分 の 1

( 限 度 額 ) 円 / kw 、 4 kwまで ) ( 1 地 区 当 た り 5 0 千 円 )

補 助 金 額 1 3 2 , 4 3 4 , 5 3 2 円 ( 1 6 市 町 村 ) 0 円 ( 0 市 町 村 )

一 、

イ 平成 2 1 年度 の事業実施に 当 た り改善等に取 り組んだ点

平 成 1 5 年 度 か ら 補 助 金 、 平 成 1 8 年 度 か ら 市 町 村 交 付 金 -とよ り 、 太 陽 光

発 電 等 を導 入 す る 者 に補 助 を 行 う 市 町 村 へ の 助 成 を行 っ て きた が 、 国 の 個

人 向 け補 助 金 の再 開 、 太 陽 光 発 電 導 入 拡 大 シナ リ オの 発 表 ( 2 0 2 0 年 に 2 0 0 5

年 比 2 0倍 の 導 入 ) 、 と っ と り 発 グ リ ーン ニューア イール の 策 定 を 受 け 、 こ れま で

の 助 成 制 度 の 拡 充 (補 助 率 1 / 2 → 2 / 3 ) を 行 っ た 。

ウ , 成 果 ,
補 助金 を 活 用 し た 太 陽 光 発 電 導 入 量 は 平 成 2 1 年 度 で 2 , 4 4 9 kw で 、 本 事

業 を実 施す る 前 の 平 成 2 0 年 度 の 3 倍 以 上 と な っ た 。

( 上 段 は年 度 、 下 段 は導 入 量 [ kw] )

補 助 金 /

項 目

導 入 経 費 支 援 補 助 金 モ デ ル 地 区 計 画 策 定 支

援補 助 金

補 助 対 象 者 市 町 村 市 町 村

概 要 個 人 が 県 内 の 住 宅 ( 店 舗 、

事 務 所 等 と の 兼 用 は 可 )

に 、 新 規 に住 宅 用 太 陽 光 発

電 シ ス テ ム を 設 置 す る 費 用

を助 成

住 宅 用 太 陽 光 発 電 システ

ム を 導 入 す る モ デ ル 地 区

計 画 の 策 定 に係 る 経 費 を

助 成

補 助 率

( 限 度 額 )

3 分 の 2 ( 1 件 当 た り 1 0 0 千

円 / kw 、 4 kwまで )

2 分 の 1

( 1 地 区 当 た り 5 0 千 円 )

補 助 金 額 1 3 2 , 4 3 4 , 5 3 2 円 ( 1 6 市 町 村 ) 0 円 ( 0 市 町 村 )

I ~ H 1 2 H 1 3 H 1 4 H 1 5 H 1 6 H 1 7 H 1 8 H 1 9 H 2 0 H 2 1

6 9 6 3 7 2 9 6 6 1 , 0 6 7 1 , 3 4 7 1 , 4 1 1 1 , 2 3 8 6 6 7 7 4 3 2 , 4 4 9

工 課 題 ,

･ 住 宅 用太陽光発電の導入 は 、 補助金の活用 によ り 採算性が向上 しているため 、 さ

らなる普及拡大に向 けて支 援を継続する必要がある 。

. 国 においては 、 2 0 2 0 年 に温室効果ガス排 出 量を l 9 9 0年比で 2 5 % 削減する 中 期 目

標 の設定 、 再生可能エネルギーの 全量 買取制度 の検討が進め られて お り 、 そ の 動

向 を注視 しながら 、 本 県 の温室効果ガス削減 、 太 陽光をは じめ とする再生可能エネ

ルギーの普及 に向 けた施策を進めてい く必要がある 6

‐ 5 -



6 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

環 境 に や さ し い

L E D 照 明 導 入 促

難事 業

庁 舎 照 明 エ コ 替 え

推 進 事 業 ( 明 許 繰

越 )

決 算 額

6 9 , 3 9 6 千 円

( 財 源 内 訳 )

国 庫 支 出 金

6 2 , 6 9 8 千 円

一 般 財 源

6 , 6 9 8 千 円

0 将 来 ビ ジ ョ ン

田 守 る

( 1 ) 豊 か な 自 然 ･ 環

境 を 守 り 、 育 て 次

代 に つ な げる

ア 目 的及 び事業の 実施状況

( ア ) 目 的

と っ と り 発 グ リ ー ン ニ ュ ー デ ィ ー ル 政 策 の 一 環 と し 、 県 内 で 製 造 さ れ

る L E D 照 明 製 品 の 購 入 促 進 に よ り 、 県 内 に お け る L E D 関 連 事 業 者 全

体 ( 全 体 で 3 0 社 程 度 ) の 活 性 化 を 図 る 。

( イ ) 事 業 の 実 施 状 況

①環 境 に や さ し い L E D 照明 導 入 促 進 事 業

1 ) 企 業 連 携 型

蛍 光 灯 形 L E D 等 の 製 造 事 業 者 が L E D 照 明 未 開 拓 分 野 の 事 業 者 と

連 携 し て 当 該 分 野 へ の 普 及 計 画 を 作 成 し 、 モ デ ル 的 に 導 入 す る 経 費 に

対 し て 助 成 し た 。

0 補 助 率 ･ 1 / 2 ( 1 計 画 あ た り の 上 限 額 5 , 0 0 0 千 円 )

2 ) 地 域 連携 型

市 町 村 が 、 地 元 企 業 や 地 区 と 連携 す る な どし て 、 商 店 街 ア ー ケ ー ド

照 明 防 犯 灯 、 公 園 照 明 な ど に 対 し て 市 町 村 が 直 接 実 施 も し く は 地

区 等 に 補 助 す る 経 費 に 対 し て 助 成 し た 。

0 補 助 率 : 1 / 2 ( 1 計 画 あ た り の 上 限 額 1 0 , 0 0 0 千 円 )

3 ) 県 庁 率 先 導 入 型

L E D 照 明 の計画的 な導入方針 を 作成す る と と も に 、 県立施設の屋外照 明

等 に率先 的 に導入 し た 。

0導入箇所 : 博物館

② 庁 舎 照 明 エ コ 替 え 推 進 事 業

C 0 2 と 消 費 電 力 量 の 大 幅 な 削 減 が 見 込 ま れ 、 ま た 県 内 で の 開 発 が 進

む L E D 照 明 を 県 が率 先 し て 県 有 施 設 等 へ 導 入 し た 。

イ 平 成 2 1 年 度 の 事 業 実 施 に 当 た り 改 善 等 に 取 り 組 ん だ 点

①環 境 に や さ し い L E D 照 明 導 入 促 進 事 業 ‐

平 成 2 1 年 6 月 補 正 か ら 事 業 実 施 の た め 改 善 等 特 に な し

② 庁 舎 照 明 エ コ 替 え 推 進 事 業

当 初 、 C 0 2 と 電 気 料 金 削 減 を 目 的 と し て 、 各 総 合 事 務 所 の 庁 舎 照 明

の 一 部 に ｢ 省 エ ネ 型 蛍 光 灯 ｣ を 導 入 す る 予 定 と し て い た が 、 よ り 高 い C

0 2 削 減 効 果 と 県 内 L E D 産 業 振 興の 発 展 が 見 込 ま れ る 県 内 産 L E D 照

明 を 導 入 す る 方 針 に 変 更 し た 。

ウ 成 果 ･ ･ ･ ゞ
設置事例 を基に 県 内外への販路の 拡大 、 県 内 に お け る L E D 照 明 の認知度の

向上 、 受託加工事業 中心か ら 自 社 ブラ ン ド製 品 製販分野へ の 業態変更 、 新た な

製 品 開発が行われ る な ど 、 L E D 関連産業全体の活性化 ･ 発展に効果が あ っ た 。

ま た 、 . 県 内 L E D 製造事業者の数が 2 社か ら 5 社 に 拡大 し た 。



事 業 名 ' . 概 - 要
① 環境に や さ し い L E D 照 明導入促進事業

補助事業者 ' 製造事業者 7 補助金額 炉円 ) 1 ･ 導入内容 、

企業連携型補助金 ･ 1 8 , 124 ,843
ア ロ ー産業㈱ 5, 000 .000 立体駐車場

ア ロ ー産業㈱ 3 ,093 , 000 ガ ソ リ ンス タ ン ド
ア ロ ー産業㈱ 846 , 500 事業場事務所
ア ロ ー産業㈱ 2. 062 , 000 工場

ア ロ ー産業㈱ も900,000 ア ミ ュ ーズメ ン ト施設
鳥取電子㈱ ･ 570 ,490 工場
鳥取電子㈱ , 280 , 000 事務所
鳥取電子㈱ 2, 869,203 店舗
三洋電機㈱ 、 l , 5 03 , 6 5 0 事務所

地域連携型補助金 14,650,000
1 鳥取市 I 三洋電機㈱ - 1 0 , 000 , 000 I 防犯灯 (蛍光灯形 LED)

′ 1 北栄町 一 Ts趨くoDA 精密 i 4 65 0 , ooo l 商店街街路灯 (平面パネル型 T ロ.n)

合 計 32 , 774,843 ･

【 率先導入型】
l ･ , ゞ 製造事業者 照明器具
博物館 屋外玄関 光電気通信システ ム㈱ 屋外ガーデンラ イ ト 3 台 、

屋外サーチラ イ ト 型 L E D 2 合 一

② 庁 舎 照 明 エ コ 替 え 推 進 事 業

【蛍光灯形 L E D本庁舎モデル導入状況】 (単位 , 本)

転願“ 合計 , , 三洋壽 ア 口髭 '繭饑
l生活環境部長室 ･ 1 6 8 4 4
l 総合事務所試験点灯用 2 8 4 2 4
I 合 計 一 7 6 2 4 2 4 2 8

【 蛍光灯形 LED 総合事務所等導入状況】 {単位 本)
試験導入本数 本格導入本数

三洋 ア ロ ー 三洋 ア ロ ー 鳥取 合計

電機 電機 、 電子 ,
東部福祉保健局 4 2 2 4 1 8 2 8 2 2 8 2 3 2 4
人頭総合事務所 5 2 1 6 3 6 1 3 2 8 1 2 4 1 8 4

中部総合事務所 3 6 1 6 2 0 6 8 9 6 8 9 7 2 5
西部総合事務所 4 3 1 6 2 7 7 9 8 4 6 2 1 9 8 1 3 8 8 4 1

西部福祉保健局 5 4 1 8 3 6 3 7 1 3 7 1 4 2 5

合 計 2 2 7 9 0 1 3 7 2 , 2 7 2 4 ヱ 0 1 , 6 6 4 1 3 8 2 , 4 9 9

【 平面パネル型 L E D照明等導入状況 】

r - 製造事業者 - 照明器具 I
L知事室 I ア ロ ー産業㈱ l 8 台 の大型ス ク エア ラ イ ト - l

　 　

エ 課 題

①環境にやさ し い LE D照 明導入促進事業

1 ) 企業連携型

蛍光灯形 LED 以外 にお いても 、 パネル型等の新たな製 品 開発 は進んでいる と ころ

であ り 、 今後幅広い分野でのシェア拡大や将来を見据 えた製 品 開発が図 られる よう 、

事業を拡大 し LED 関連産業全体の発展を継続 して支援 してい く必要がある 。

2 ) 地域連携型

市町村 において 、 各 自 治会等との 調 整等が2 1 年 度だ けでは不 十分であ り 、 市 町

I 村 の積極 的な事業推進 、 また LE D 照 明 の普 及促進を図 っ て い く 点 においても継続 し
て事業を実施する必要がある 。

3 ) 県 庁率先導入型 .

県 有施設全体 にお けるランニングコ ス ト の 減少 、 ま た Co 2 削 減の観点から も 、 LE

D照 明 の 県有施設への 率先導入 は継続 して行う必要があ り 、 県 有 施設へ LE D照 明

の導入拡大の 足がか り となるようなモデルケースの選定 、 検討の必要がある 。
　

‐ ア ー



6 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

地 球 温 暖 化 防止 啓 ア 目 的及び事業の実施状況

発 事 業 くア ) 目 的
･ 地 球 温 暖 化 の 原 因 の 一 つ で あ る 二 酸 化 炭 素 の 排 出 量 を 削 減 する た め 、 省

エネ ･ 省 資 源 な ど新 し いラ イ フス タ イ ル への 転 換 や具 体 的 な取 組 につ いて 県 民

決 算 額 へ の わか り やすい情 報 を提 供 する 。
5 , 2 0 6 千 円 ･ 鳥 取 県 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー の 設 立 調 査 ･ 検 討 を 実 施 し 、 地

( 財 源 内 訳 ) 球 温 暖 化 対 策 を促 進 する 。
一 般 財 源 ･ 鳥 取 県 地 球 温 暖 化 対 策 条 例 にお ける ｢ キ寺 定 事 業 者 ｣ ( 県 内 の 工 場 等 に お ける 原 油 換 算 エネ ルギー使 用 量 が 鴇 5 0 0 k l 以 上 の 事 業 者 等 ) に 対 して 条 例
4 , 8 0 6 千 円 の 内 容 を周 知 徹 底 す る 。

そ の 他

4o o千 円 ( イ ) 事 業 の 実 施 状 況
1 と っ と リ エ コ フ ェスタ の 開 催

日 時 平 成 2 1 年 1 1 月 1 4 日 ( 土 ) 1 0 時 ~ 1 6 時 3 0 分

場 所 : 県 民 ふれあ い会 館 ( 鳥 取 市 扇 町 2 1 )

0 将 来 ビ ジ ョ ン 内 容 :

m 守 る 講 演 ｢ グ リ ーン ･ ニ ューア イールを地 域 に活 かす ｣
( 1 ) 豊 か な 自 然 環 境 N PO法 人 環境 エネ ルギー政 策 研 究 所 所 長 飯 田 哲 也 氏こ どもエ コ ク ラ ブ活 動 発 表 ｢ 鳥 取 方 式 の 芝 生 化 に取 り 組 んだよ ! ｣
を 守 り 、 育 て 次 代 津 ノ井 っ子 エ コ クラ ブの 皆 さん

につな げる 分 科 会 1 コ ミ ュニティー レベルでの 生 ごみ リ サ イ ク ルシステム に 向 けた
仕 組 みづく り

厚 木 なかち よ う 大 通 り 商 店 街 振 興 組 合 理 事 長 木 村 嘉 宏 氏

･ 分 科 会 2 湖 岸 環 境 か ら みた湖 山 池 再 生 の 未 来 !
鳥 取 大 学 大 学 院 工 学 研 究 科 准教 授 矢 島 啓 氏

･ 無 料 体 験 コ ーナー ｢ 段 ボール箱 を使 った 生 ごみ堆 肥 を作 ろう - ! ｣ ~
｢ 古 新 聞 を使 っ てマ イバッ グをつ く ろ う ! ｣

･ 展 示 コ ーナー マイバッグ 、 ペ レ ッ トス トーブ 、 太 陽 光 発 電 パネル 、

スケル トン 化 した ｢ プ リ ウ ス ･ イ ンサイ ト ｣ 、 小 型 風車

家 庭 用 燃 料 電 池 LE D照 明 各 種 パネル展 示
参 加 者数 延べ約 2 5 0 名

【 参 考 】 .
会 場 で の 電 力 使 用 に よ り 排 出 され る C0 2 を ｢ グ リ ーン 電 力 証 書 ｣ の 購 入 に

よ り オ フ セ ッ ト ( 相 殺 ) し た " 県 内 初 の ｢ カ ーボ ンオフ セ ッ ト イベン ト ｣ と し て エ コ フ

ェ スタ を実 施 。 ( グ リ ーン 電 力 相 当 量 1 , 0 0 o kW h )

　 　 　

2 ケ ーブルテ レ ビ を活 用 した温 暖 化 防 止 の ため の 具 体 的 行 動 の 呼 びか け

温 暖 化 防 止 に係 る スポッ ト C M を年 間 6学,一マ で 県 内 の 4 局 で放 送

( 8 月 、 1 0 月 、 1 1 月 、 1 2 月 、 1 月 、 3 月 の 6 回 ) ･

3 鳥 取 県 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン ター設 立 調 査 ･ 検 討

･ セン ター設 立 調 査 検 討 会 の 開 催 ( 7 月 、 9 月 、 1 0 月 の 3 回 )

･ 他 府 県 セ ン タ -等 の 視 察 調 査 ( 8 月 1 8 日 ~ 1 9 日 京 都 ･ 徳 島 )

4 鳥 取 県 地 球 温 暖 化 対 策 条 例 に係 る 普 及 啓 発

･ 鳥 取 県 地 球 温 暖 化 対 策 条例 等 説 明 会 の 開 催

7 月 1 3 日 倉 吉 体 育 文 化会 館 中 研 修 室 参 加 者 3 6 名

7 月 1 5 日 と り ぎん文 化 会 館 小 ホール 参 加 者 7 1 名
7 月 1 7 日 県 西 部 総 合 事 務 所 講 堂 参 加 者 5 6 名

･ 鳥 取 県 地 球 温 暖 化 対 策 条 例 及 び改 正 省 エネ法 説 明 会 の 開 催
2 月 2 日 倉 吉 体 育 文 化 会 館 中 ,研 修 室 参 加 者 1 1 6 名

【 参 考 】
鳥 取 県 地 球 温 暖 化 対 策 条 例 ( 平 成 2 1 年 3 月 2 7 日 制 定 ) l

平 成 2 1 年 6 月 1 日 一 部 施 行 ( 基 本 理 念 部 分 )

平 成. 2 2 年 4 月 1 日 全 面 施 行 ( 事 業 者 報 告 ･ 公 表 部 分 )

鳥 取 県 地 球 温 暖 化対 策 条例 施 行規 則 ( 平 成 2 1 年 1 0 月 2 3 日 制 定 施 行 )

ただ し 、 事 業 者 報 告 ･ 公 表 部 分 は 、 平 成 2 2 年 4 月 1 日 か ら 施 行
. ′
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事 業 名 、 概 要

、

l

イ 平成2 1 年度の事業実施に 当 た り 改善等に取 り組んだ点

地域 に密着 した温暖化対策の普及啓発 、 地域で活動する 人材の 育 成が必要であ

るため 、 前 年度の 決算審査特 別 委 員 会の 指摘を踏まえ 、 鳥 取環境大学 ･ N P O 法 人

等 と連携 して 、 鳥 取 県地球温暖化 防止活動推進センター設立 に 向 けて 、 調 査 ･ 検討

を行った 。

ウ 成 果

. エ コ フ ェス タ の 開 催 やスポッ ト C M の 放 送 に よ っ て 、 県 民 に 、 太 陽 光 発 電 、 風

力 発 電 等 の 新エネ ルギーの 内 容 、 活 動 事 例 並 び に 県 内 の 様 々 な環 境 に配 慮

し た 取 組 を 広 く 紹 介 し 、 環 境 に や さ し い ラ イ フ ス タ イ ル へ の 見 直 し や温 暖 化 防

止 活 動 に取 り 組 む き っ か け となった 。

･ 1 0 月 に 開 催 した第 3 回 の セン ター設 立 調 査 検 討 会 に お いて 、 検 討 会 メ ンバ

ーを 中 心 に本 県 に お ける 地 球 温 暖化 防 止 活 動 推進 セ ン ターの 指 定 を 受 ける こ

と を前 提 と し た 新 たな N P O 法 人 の 設 立 に 向 か い た い と の提 案 があ り 、 平 成 2 2

年 3 月 2 日 に ｢ N P O 法 人 E C O フ ューチ ャー と っ と り ｣ の 認 証 申 請 が行 われた 。

( 平 成 2 2 年 .6 月 に指 定 。 )

･ 7 月 及び2 月 に鳥取 県地球温暖化対策条例 の説明会を開催したこ と によって 、 対

象 となるであ ろ う 事業者 に は 、 制 度 の 流れや提 出 書類等を理解 しても ら えた と考 え

る 。 また 、 マスコ ミか らの取材もあ り 、 条例の認知度が上がったと思われる 。

二酸化炭素排出量の状況 (森林吸収等を除く )

平成 2 0年度 平成2 1 年度 次世代プロ グラム

目 標値 ( H 2 2 )

･ 県 内 エネルギー販売量 千 トン 千 トン 千 トン

によるC0 2排 出量 4 , 1 5 2 4 , 1 3 2 4 , 2 6 6

･ . . ′
工 課 題

全体的にはC02 の排 出 削減 目 標に向 かって順調 に推移 しているが 、 部 門 別では

家庭や事業所 にお ける C0 2排 出 量が増加傾 向 にある 。 引 き続き 、 温 暖化 防止につ

- ながる具体的な行動 ･ 取組 につ いて 、 わか り やすい普及啓発を行う と とも に 、 直接温

室効果ガスの削減を図 る事業を展 開 してい く必要がある 。

特 に家庭部 門での 排 出 削減 と地域での温暖化 防止活動を リ ー ドする拠点 である

鳥取 県地球温暖化防止活動推進セン ター ( N PO法 人 EC Oフューチャーと っ と り ) と

連携 して 、 これまで 県で委 嘱 してこ な かった 鳥 取 県地球温暖化 防止活動 推進 員 の

委嘱 ･ 育成や地域 ･ 家庭に根ざした啓発を進める必要がある 。

条例の全面施行に伴い 、 特定事業者に対 して は計画書等の 作成 ･ 提 出 の義務を

周 知徹底する必要がある 。

平成 2 0年度 平成2 1 年度 次世代プロ グラム

目 標値 ( H 2 2 )

･ 県 内 エネルギー販売量

によるC0 2排 出量

千 トン

4 , 1 5 2

, 千 ト ン

4 , 1 3 2

千 トン

4 , 2 6 6



6 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

鳥 取 県 版 環 境 管 理

システム ( T EAS )

普 及 事 業

みんなで取 組 む ｢わ

が家 の エコ 録 ｣ 推 進

事 業 ( 明 許 繰 越 )

決 算 額

9 , 3 8 2 千 円

( 財 源 内訳 ) ･

国 庫支 出 金

2 , 9 7 0 千 円

一 般 財 源

6 , 4 1 2 千 円

そ の 他

0千 円

0 将 来 ビ ジ ョ ン

肛 守 る

( 1 ) 豊 か な 自 然環 境

を 守 り 、 育 て 次 代

につな げる

ア 目 的及び事業の実施状況

(ア ) 目 的

鳥 取 県 版 環 境 管 理 システム 審 査 登 録 制 度 ( 愛 称 : T EA S (テス ) ) の 普 及

に よ り 、 県 内 の 事 業 者 、 団 体 等 の 各 種 組 織 に おけ る 環 境 配 慮 活 動 を 推 進

する 。 ,
( イ ) 事 業 の 実 施 状 況

①鳥 取 県 版 環 境 管 理 シ ステム普 及 事業

TEAS規格 に基づいて環境配慮活動を行う者の 審査及び登録を行った 。

②みんな で取 組 む ｢ わ が家 の エコ 録 ｣ 推 進 事 業

携帯電話やパソコ ン と いった身近な通信機器を通 じて環境家計簿を利 用 で

きる ｢わが家のエコ 録 ｣ システムを開発 し 、 家庭 にお ける環境配慮活動を推進し

′ た 。

委 託 事 業 者 クボタ シ ステム 開 発 株 式 会 社

委 託 費 3 , 9 5 9 , 7 6 0 円

契約 期 間 平 成 2 1 年 1 0 月 1 9 日 ~ 平 成 2 2 年 3 月 3 1 日

※ ｢ わ が家 の エ コ 録 ｣ と は

パ ソ コ ン や携 帯 電 話 を通 じて 利 用 でき 、 家 庭 での 電 気使 用 量 等 か ら 二

酸 化 炭 素 の 排 出 量 が把 握 できる 環 境 家 計 簿 で あ り 、 グラ フ 等 で わ か り や

す く表 示 できる w e b シ ステム 。

イ 平成2 1 年度の事業実施に当 た り 改善等に取 り組んだ点

①鳥 取 県 版環 境 管 理 システム普 及 事 業

“ 関 西 広 域 機 構 ( K U ) の ｢関 西 エ コ オフ イス運 動 ｣ へ参 画 し 、 T EAS 登 録

事 業 者 ( 学 校 、 家 庭 ･ 地 域 を 除 く ) を 、 関 西 エコ オフ ィス宣 言 事 業 所 と し て

同 時 登 録を行 う な ど 、 協 働 し て普 及 啓 発 を 行 っ た 。

各 商 エ 団体 等 に所 属 する C S R ( 企 業 の 社 会 的 責 任 ) 活 動 普 及 員 に よ
っ て 、 T EA S を C S R の 取 組 の 1 つ と し て 地 域 事 業 者 へ 普 及 啓 発 を行 っ

. た 。

ウ 成 果

①鳥 取 県 版 環 境 管 理 シ ステム普 及 事 業

区 分 H20年度末 H 2 1 年 度 H 2 1 年 度 H 2 1 年 度 末

登 録 新 規 登 録 辞 退 登 録

箇 所 数 箇 所 数 箇 所 数 箇 所 数

I 種 ( 企 業 ) 1 8 3 0 , 2 1

1I 種 ( 企 業 等 ) 2 8 8 0 3 6

〃 ' ( 高 校 ) 1 3 ･ 2 0 ･ 1 5

m 種 ( 小 規模事 業 所 ) 2 6 3 3 8 4 2 9 7

“ ( 小 ･ 中 学 校 等) 2 9 8 0 ･ 3 7

" ( 家 庭 ･ 地 域 ) 2 6 0 1 5 1 2 7 4

合 計 6 = 7 4 5 6 8 0

②みんなで取 組 む ｢ わ が家 のエコ 録 ｣ を推 進 事 業

｢ わが家 の エコ 録 ｣ 登 録 者 数 6 4 件 ( 平 成 2 2 年 3 月 末 )

区 分 H 20年度末

登 録

箇 所 数

H 2 1 年 度

新 規 登 録

箇 所 数

H 2 1 年 度

辞 退

箇 所 数

H 2 1 年 度 末

登 録

箇 所 数

I 種 ( 企 業 ) 1 8 3 O 2 1

ロ 種 ( 企 業 等 ) 2 8 8 O 3 6

〃 ( 高 校 ) 1 3 ･ 2 O 1 5

m 種 ( 小 規模事 業 所 ) 2 6 3 3 8 4 2 9 7

“ ( 小 ･ 中 学 校 等) 2 9 8 O 3 7

〃 ( 家 庭 ･ 地 域 ) 2 6 0 1 5 1 2 7 4

合 計 6 1 1 7 4 5 6 8 0

‐ 1 0 ‐
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事 業 名 概 要

工 課 題 .

①鳥 取 県 版 環 境 管 理 システム普 及 事 業

I 種 、 江 種 の 事 業 所 の 登 録 の 伸 び が 鈍 い た め 、 こ れ を 促 進 さ せ る よ う 、

T E A s審 査 登 録 制 度 の P R を行 い 、 制 度 の 認 知 度 の 向 上 を 図 る と と も に 、

事 業 者 にと っ て登 録 の イ ン セ ンテ ィ ブ と な る よ う な仕 組 を 整 え て い く 必 要 があ

る 。

( 全 国 的 に普 及 が進 んで い る K E S ( 京 都 マ ネ ジ メ ン ト シ ステム ス タ ン ダー

ド ) と の 相 互 認 証 等 につ い て 検 討 す る 。 )

, . ′ ‐

②みん なで取 組 む r わ が家 の エ コ 銀 ｣ 推 進 事 業

システム 利 用 促 進 の た め 、 利 用 者 に 対 し て何 ら か の サ ー ビ ス ( 商 品 の 割

引 等 ) を 提 供 す る 企 業 を ｢ わ が 家 の エ コ 録 協 賛 企 業 ｣ と し て 登 録 す る な どの

協 働 連 携 の 工 夫 な どの 検 討 も必要 で あ る 。

【 参 考 】 鳥 取 県 版環 境 管 理 シ ステム の 概 要 につ いて

-I 種 高 度 な環 境 管 理 を行 う 県 内 の 企 業 等 を 対 象 と し て い る 。 要 求 事 項 は

1 3 項 目 、 環 境 影 響 評 価 は I S O 1 4 0 0 1 と 同 程 度 で あ り 、 I S O 1 4 0 0 1

, の 取 得 を 目 指 す企 業 等 に有 効 な規 格 であ る 。

ロ 種 比 較 的 簡 易 な環 境 管 理 を 行 う 事 、業 所 ･ 高 等 学 校 等 を 対 象 と し て い

る 。 要 求 事,項 は 7 項 目 、 環 境 影 響 評 価 は 大 幅 に簡 素 化 さ れて い る 。

標 準 的 な環 境 配 慮 活 動 が実 施 できる規 格 であ る 。

四 種 小 規 模 事 業 所 、 小 ･ 中 特 別 支 援 学 校 、 一 .般 家 庭 等 を 対 象 と し て い

る 。 要 求 事 項 は 6 項目 、 環 境 影 響 評 価 は省 略 されて い る 。 環 境 管 理

システム の 体 験 ができる 規 格 であ る 。 な お 、 ｢ わ が家 の エコ 録 ｣ に 登 録

する と T EA S m 種 を認 証 取 得 した と みなす こ と ができる こ と と し て い る 。



7 決算調書 (総括表)

区分 科 目
4 草 鑿 霊

支 出 済 額
B

支 坦 済 貫一の 内 訳

翌年度繰越額
C

差引増減額
A ー B ー C

備 考当初予算額 補正予算額 継続費及び繰越
事業者繰越額

予備費支出

及び流用増霊域
計
A

本 庁 出納機関

歳出

一般管理費 O O O T , 0 5 9 . 1 6 0 . L 05 9 , 1 6 0 9 9 5 . 1 6 0 1 05 , 6 9 0 8 8 9 , 47 0 O 64 , 000

′

企画総務費 28 , 1 3 6 , 000 4. 425 , 00O 0 O 3 2 , 5 6 1 , 00 O 3 1 , 8 1 8 , 0 9 1 3 1 8 1 8 , 09 1 O O 742 . 909

消費者支援対策費 49 , 23 8 , 000 1 , 2 6 0 , 0 0 0 O O 5Q上 4 9 8 ･ 00 0 49 , 3 54 , 848 4 9 , 3 5 4 , 848 0 O 1 。 1 43 , 1 5 2

公衆衛生総務費 240 , 03 0 , 000 3 , 3 8 2 , 00 0 O O 243 , 4 1 2 . 0 0 0 23塑 , 5 7 0“ 7 87 2 3 9 , 57 0 , 7 8 7 O O 3 , 84 1 , 2 1 3

環境衛生総務費 554 , 3 23 , 00 0 -8 , 2 8 2 . 0 00 O O 5 4 6 , 04 1 , 000 5 3 2 . 20 2 , 544 5 3 0 , 6 1 1 , 3 7 0 1 , 5 9 1 , 1 7 4 O 1 3 , 83 8 , 45 6

環境保全費 1 7 6 , 0 8 5 , 000 1 , 3 48 , 0 8 7 , 00O 5 2 . 3 2 9 . 0 00 ○ 1 , 5 7 6 . 5 0 1 , 0 0 0 1 , 2 7 0 . 46 5 , 9 6 6 L 2 00 , 9 8 1 , 454 6 9 , 48 4 , 5 1 2 2 04 , 642 , 409 1 0 1 , 3 92 , 625

保健所費 54 1 , 9 5 4 , 0 0 O ‐20 , 9 47 , 0 0 0 O O 5 2 1 , 0 07 , 000 5 1 0 , 8 7 5 , 5 9 0 5 0 9 . 1 7 1 , 5 49 1 . 7 0 4 , 04 1 O 1 0 . 1 3 1 , 4 1 0

工鉱業総務費 1 4L 0 6a ooo 1 427 , 00O O 0 1 5 . 49 5 , 0 0 0 1 5 , 00仇 1 24 1 5 , 000 . 1 24 0 0 494 . 8 7 6

土木総務費 3 5 , 1 7 0 , 0 00 ‐8 , 5 9 5 ‘ 0 0 O O O 2 6 , 5 7 5 , 0 00 2 6 . 1 0 3 . 2 3 0 2 6謡 03 , 2 3 0 0 O 47亀 770

都市計画総務費 70 . 1 9 6 , 0 0 0 1 1 . 87 3 , 00 O 0 O 82 , 0 6 9 , 0 00 8 0 , 5 9 8 , 1 75 8 0 . 5 9 8 , 1 7 5 0 0 1 , 470 , 8 25
I

公園費 1 4 , 0 6 8 , 000 2 , 5 2 6 , 0 0 O O O 1 6 , 5 94 000 1 6 , 2 1 2 , 73 4 1 6 , 2 1 2 , 7 3 4 0 O 3 8 1 . 2 6 6

住 宅管理費 332 , 1 7 3 , 0 0 0 ‐2 8 . 443 . 000 O 0 3 0 3 . 7 3 0 , 000 2 9 7 . 5 2 6 . 1 4 9 2 95 , 2 1 9 , 2 25 2 , 3 06 . 9 24 O 6 . 203 . 8 5 1

合 計 2 . 0 5 5 , 44 1 . 00 0 1 . 3 0 6 . 7 1 3 . 0 0 0 5 2 . 3 2 9 . 0 00 L]0 5 9 , 1 6 0 3 , 4 1 5 , 5 42 , 1 6 0 3 , 0 7 0 . 7 23 . 3 9 8 2 ゞ 9 9 4 . 747 . 2 7 7 7 5 . 9 7 6 . 1 2 1 204 . 642 . 40 9 1 4q 1 7 6 35 3

同上財-源内訳
･ /

. ･
｣ L

罐牡生費 国庫補助金 75 , 424 , 0 00 1 , 1 1 3 , 7 2 1 , 00 0 3 9 , 246 , 0 0 0 0 も 22 8ヨ 3 9 1 , 0 0 O 1 謡 7 1 , 6 7 4 , 6 0 6 / 1 5 , 5 28 , 6 59 4 1 . 1 87 , 73 5

衛生費 国庫委託金 0 11 2 3 00 , 000 O 0 1 1 2 , 3 00 , 000 O / 99 , 1 9 0 , 000 1 3 , n o . 0 00

財産貸付収入 1 34 , 00 0 0 O O 1 3 4 , 0 0 0 1 3 4 , 848 /
' '

‐8 48

利子及 び配 当金 6 , 000 , 000 O O 0 6 , 000 , 000 7 , 0 l o , 6 9 5 / ー篤 。 1 0 ･ 6 9 5
ク リ ー ンニ ューデーネ ーゾ レ

基金繰入 O 1 2 2 , 0 6 6 , 00 0 O O 1 22 , 0 6 6 , 0 0 0 27 , 6 9 6 , 844 /
/

8 6 , 5 3 8 . 7 5 0 7 , B 3 0 , 40 6

雜入 1 5 , 00O 400 , 000 O 0 4 1 5 , 00O 53 7 , 8 8 8 /
･

‐ 1 2 2 , 8 8 8

前年度詠越金 1 3 , 0 8 3 , 0 0 0 1 3J 0 8 3 . 00 0 8 溝 20 , 5 0 8 / 4, 9 62 , 49 2

小 計 8 1 L 5 7 3 , 00 0 1 , 348 . 48 7 . 000 5 2 . 3 2 9 , 0 00 O 1 , 48 2 , 3 8 9 , 000 1 , 2 1 5 . 1 75 . 3 8 9 ノ 20 1 . 2 57 . 40 9 65 , 9 5 6 . 20 2

一般県轡充 当 1 . 9 7 3二L 8 6 8 , 0 0 0 ~41 , 77 4 , 00 0 O 1 . 0 5 9 . 1 6 0 L 9 3汎 1 5 3 . 1 6 0 1 . ･ 8 5 5 . 5 48 . 00 9 / 3 , 3 85 . 000 74 ‐ 22仇 1 5 1

合 計 2 . 0 5 5 . 44 1 : 00 0 1 , 3 0 6 , 7 1 3 , 0 0 0 5之 3 2 9 , 00 0 乱 0 5 9 . 1 6 0 3 . 4 1 5 . 542 . 1 6 0 3 . 0 70 , 7 23 , 3 9 8 / 204 , 642 . 409 1 40 . 1 7 6 . 3 53



8 事業別実施状況調べ

. し も 事 業 名 予 算 額 支出済額
翌年度
繰越額

差引残額 事業の計画と実績 ･ 成果

(一般管理費)
‐ 赴任旅費 ･生活環境部交際費 1 ,05 9 , 1 6 0 9 9 5 , 1 6 0 64 , 00O 赴任旅費 環境立県推進課 1 名

西部生活環境局 7 名
計 8 名

交際費 生活環境部長交際費

目 計 1 , 05 9 , 1 6 0 9 9 5 , 1 6 0 64 ,000 , 一

(企画総務費)
職員人件費 32 ,5 6 1 , 0 0O 3 1 8 1 8 , 0 9 1 7 42 , 9 0 9 支給対象 くら しの安心雑准翼 4名

、 目 計 32 ,56 7 , 00O 3 1 , 8 1 8 , 0 9 7 742 , 909

･

(消費者支援対策費)
職員人件費 50 ,4 9 8 ,000 49 , 3 54 , 848 1 , 1 4 3 , 1 5 2 支給対象 消費生活センター 7名

; ‐ ‐ 目 計 50,49 8 ,00O 4 9 , 3 5 4 , 848 1 , 1 4 3 , 1 5 2

(公衆衛生総務費)
職員人件費 243 ,4 1 2 , 000 2 3 9 , 5 70 , 7 8 7

･

3 ,84 T , 2 7 3 支給対象 衛生環境研究所 84名

目 計 243 , 4 1 2 , 000 23 9 , 57 0 , 7 87 3 , 84 1 , 2 1 3

(環境職獺馨務費費) ‐ 5 46 , 04 1 , 0 0O 5 3 2 , 202 , 5 44 1 3 , 8 3 8 ,4 5 6 支給対象 環境立県推進課 2 1 名
水 ･ 大気環境課 ′ 1 2 名
循環型社会推進課 1 2名
く ら しの安心推進課 6名
景観まちづく り課 4名
公園 自 然課 8名
砂丘事務所 3名

食肉衛生検査所 1 3 名
計 ℃ 7 9 名

目 . 計 546 ,04 1 , 00O 53 2 , 202 , 5 44 1 3 , 8 3 8 ,4 5 6

G景境保全費)

生活環境部管理運営費 37 , 6 5 4 ,000 1 8 , 3 6 6 , 7 0 1 1 9 , 2 8 7 , 2 9 9

2 ! 1 7 , 1 46

生活環境行政に係る部内連絡調整等の経費

別紙のとお り

‘ 環境保全行政費 4, 58 6 ,000

7 ,46 9 ,000

2 ,4 6 8 , 8 54

- ‐ - ‐ - - ･

環境立県協働促進事業 6 , 5 34 , 2 5 9 . - 9 3 4 , 74 1
. -- ‐ ‐ ･ ‐ ‐ ･ ･

1 , 1 2 9 ,5 1 1
- ‐ - 、 . -

1 , 1 4 4 , 5 5 7

1 , ' 9 4 9 6 4

環境教育推進事業 2 ,03 2 ,000

1 , 8 2 6 , 000

9 02 , 48 9

6 8 1 , 4 43

- ‐ … ‐ - - - - ･ - ‐

･ ･ ･ ‐ - ･

環境影響評価推進費

とっと り環境ネッ トワヤク支援事業 4,9 3 5 , 000

4 , 7 9 0 , 000

3 , 7 40 , 03 6

4 , 46 8 , 8 04

5 , 42 2 , 1 47

- ‐

- - - - ･ 、 ← - ‐

3 2 1 J 9 6

2 , 38 1 , 8 53

1 , 1 3 2 , 3 9 7

4 30, 1 1 8

i , 8 7 G 7 5 5

t こどもエコクラブ活動支援事業

主 鳥取県版環境管理システム竹EAS)普及事業 、 7 , 804 , ODD

環境にやさしい県庁推進事業 2 ,033 , 000 - 9 00 , 603
-- - - ･ - ‐ - ← ･ ･

6 4 9 , 8 82
- - ･

5 , 206 , 24 5

. ･ ･ . ･ -

- - - - - - ~ - ･ ~ - ･ ･ -

アイ ドリングス トップ推進事案 1 ,080 , 000

7 - 07 7 , 000主 地球温暖化防止啓発事業 ｣

電源立地地域整備費 7 1 ,58 8 , 23 9

3 , 3 8 5 - 000

･ “

- ‐ - - - ‐

4 , 6 5 0 ,00O

f , 4 70 , 7 6 17 3 , 0 5 9 ,000

鉱業権設定出願協議 1 00 , 000

5 , 3 79 , 000

6 , 6 9 3 , 00O

0

8 7 9 , 8 1 9

2 , 4 5 0 , 5 7 8

1 , 5 1 5 , 00O

4 , 2 3 7 , 000

2 9 , 9 9 3 ,8 4 3

ず 。GOO。

1 , 1 丁 4 ･ ず 8 ず

4 , 2 42 , 422

0

2 , 5 44 ,000

7 , 7 5 6 , T 5 7

23 , 8 1 5 , 4 6 8

2 00

7 8 8 , 06 2

ノーレジ袋推進事業

北東アジア環境保護機関実務者協議会参加事業

｢全国風サミッ ト i nぼくえい ｣ 支援事業 1 , 5 1 5 ,000

とっ と りカーボンオフセッ ト推進事業 6 ,7 8 1 , 000

4 2 ,400 ,00O主 ‘環境にやさしいLED照明導入促進事業

主 鳥取県住宅用太陽光発電システム導入促進事業 1 5 6 , 250 , 000 1 3 2 ,4 3 4 , 5 3 2

バスネッ トを活用 した鳥取発バスロケーショ ンシ ステム導入事業 500 , 00O

1 , 1 9 6 ,000

8 9 2 , 3 1 8 ,000

1 2 2 ,0 6 6 , 0 00

4 9 9 , 800

407 , 9 3 8

--

エコ ･ カー関連産業創出事業

主 ･ とっ と り発グリーンニューディール基金造成事業 8 92 , 3 1 8 ,000

2 7 , 6 9 6 ,8 4 4 8 6 , 5 3 8 , 7 50

1 0 , 8 7 8 , 6 5 9

0
′

7 , 8 30 , 406
- - - ‐ - ‐ . - -

4 43
･ 一 ･ ~ - - ‐ ‐

6 60 , 00O
-} - ‐ . - - ･ ･

6 2 2 , 7 4 6

主 とっと り発グリーンこユーディール市町村補助金

鳥取発バスロケーション ･検索システム構築事業 1 6 , 9 5 3 , 000 6 , 0 7 3 , 8 9 8

0

3 , 1 7 7 , 2 5 4

カーボンオフ セッ トルヅッ ト(J-VER)検証事業 6 60 , 00O

企業会計環境対策費縁出金 3 ,800 ,00O

スマートタ ウン推進可能性調査事業 1 1 2 ,3 00 ,00O 0 9 9 , 1 9 0 ,000 T 3 , f 1 0 ,000

(24 0)

2 40

(4 , 203 , 9 52 )

4 , 203 , 9 5 2

(7 5 8 ,300 )

' J 8 9 , 05 0

主 みんなで取 り組む ｢わが家のエコ録｣推進事業
(3 , 9 6 0 , 000 )
3 , 9 6 0 , 000

(3 , 9 5 9 , 7 6 0 )

3 , 9 5 9 , 7 6 0

(3 9 , 4 02 , 048)

3 9 ,4 02 , 048

- -一 ‐ -

- - -

･ ‐ ‐ - -

主 庁舎照明エコ替え推進事業
(43 , 6 06 , 000)

4 3 , 606 , 00O

新エネルギー導入促進事業

(4 , 7 6 3 , 000 )

5 , 6 7 9 , 00O

(4 , 00 4 , 7 00 )

4 , 48 9 , 9 50

目 ･ . 計
(5 2 , 3 2 9 ,000 )

1 , 5 7 6 , 5 0 1 , 00O

(47 , 3 6 6 , 508 )

1 , 2 7 0 ,4 6 5 , 9 6 6 204 , 6 4 2 , 409

(4 , 9 6 2 ,49 2 )

す 0 1 , 3 9 2 , 6 25

‐ 1 3 ‐



事 業 名 予 、 算 額 支出済額
翌年度
繰越額

差引残額 事業の計画と実績 ･ 成果

(保健所費)
職員人件費 52 1 , 0 07 , 000 5 T o , 875 ,5 9 0 1 0 , 1 3 1 ,4 1 0 支給対象 各総合事務所生活環境局 7 7 名

目 計 52 1 , 007 ,000 5 1 0 , 8 7 5 ,5 90 1 0 , 1 針 ,4 l o

(工鉱業総務費)
職員人件費 1 5 , 4 9 5 . 000 1 5 , 000 , 1 24 4 9 4 , 8 76 支給対象 く ら しの安心椎滌諜 2名

目 ′ 計 1 5 ,4 9 5 ,000 す 5 , 000 , 1 24 494 , 8 76
、

( 土木総務費)
職員人件費 26 , 5 7 5 ,000 2 6 , 1 0 3 , 2 30 47 1 , 7 7 0 支給対象 各総合事務所生活環境局 5名

目 計 26 , 5 75 ,000 26 , 1 03 , 2 30 47 鷲 7 7 0

(都市計画総務費)
職員人件費 82 ,06 9 ,000 80 , 5 9 8 , 1 7 5 1 , 4 7 0 , 825 支給対象 景観まちづく り課 9名

公園 自然課 1 名
. 計 1 0 名

目 計 82 ,069 , 000 80 , 5 9 8 , 1 7 5 1 ,4 70 , 825

(公園費)
職員人件費 1 6 , 5 9 4 ,000 1 6 , 2 1 2 , 7 3 4 3 8 1 , 2 6 6 支給対象 公園 自 然課 2名

目 計 1 6 , 5 9 4 , 000 l 6 , 2 1 2 , 7 3 4 3 8 1 ,2 6 6

(住宅管理費 )

･職員入件費 303 ,7 30 ,000 2 9 7 , 5 2 6 , 1 4 9

-

6 ,2 0 3 , 8 5 1 支給対象 景観まちづく り課 3 名

住宅政策課 1 4名
各総合事務所生活環境局 3 7 名

計 54名

目 計 303 , 7 30 ,000 2 9 7 , 52 6 J 4 9 6 ,203 , 8 5 T

環境立県推進課 合計
(52 ,3 29 ,000)

3 , 4 T 5 ,542 , 1 6 0

(47 , 3 6 6 , 50 8 )

3 , 07 0 , 7 23 , 3 9 8 204 , 64 2 , 40 9

(4 , 9 6 2 ,4 9 2)

1 40 , 1 7 6 , 3 5 3

/
,

※上段 ( ) は 、 繰越額

‐ 1 4 -



別 ′ 紙

(環境保全費)

【環境保全行政費】

1 鳥取県環境審議会 (委員30名 以内 )
- ･ ^

(設置根拠 : 鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例 )
･ ' ′ .

平成2 1 年度は “ 大気 ･ 水質部会5回 、 全体会 、 温泉部会、 企画政策部会を各 1 回 開催した 。
　 　

2 公害紛争処理 (公害審査委員候補者 1 2名 )

(根拠 公害紛争処理法)

平成2 1 年度は該当がなかった 。

3 環境衛生 ･環境行政担当職員の研修

県外研修機関 (環境調査研修所等) に職員を派遣し 、 資質の 向上を図った 。

【環境立県協働促進事業】

県民との協働によ り 、 環境立県を実現するため 、 地域住民団体等が実施する環境立県に資する活動

に対して補助を行った 。 (平成2 1 年度実施 ; 3 8 団体 )

【環境教育推進事業】

1 環境教育窓 口 の整備

衛生環境研究所を中心に環境学習コーナーを設置する とともに 、 各総合事務所生活環境局に相

談窓口を設け 、 情報発信機能の強化を図った 。

2 環境教育 ･ 学習アドバイザー制度

こどもエコクラブ 、 学校 、 公民館等か らの要請に応 じ 、 専門家を紹介し 、主に体験を重視した環境

学習のサポートを行った 。 (平成2 1 年度ア ドバイザー登録者数 : 4 3 名 )

3 アドバイザーの資質向上研修

、 環境学習に関する 県外研修の情報をアドバイザーに周知 した 。 (平成2 1 年度は参加希望者なし )

【環境影響評価推進費】

環境影響評価法及び鳥取県環境影響評価条例に基づき 、 ｢鳥取県環境影響評価審査会｣ を開催し 、

専門家の意見を聴取し 、 大規模開発事業の実施に伴い 、 事業者が行う ｢環境影響評価｣ に対し 、 適切

な指導 ･ 助言を行った 。

平成2 1 年度は 、 東部広域行政管理組合可燃物処理施設整備事業環境影響評価方法書について

審査会を3 回開催した 。

‐ 1 5 ‐



【 とつと り環境ネッ トワーク支援事業】

｢ とっ と り環境ネッ トワーク ｣ の環境活動等を支援し 、 県民と協働して環境先進県を推進した 。
　 　 　

< 支援した内容>

1 実施事業

① ｢ と っ と り 環境デー｣ 高校生エ コ サ ミ ッ ト の開催

②環境学習出前教室の実施

③と っ と り 環境ネ ッ ト ワ ーク のホームページ構築

④先進地視察 (韓国着渓川 、 群馬 県太田市)

⑥ア イ ド リ ングス ト ッ プ啓発の活動

2 ｢とっ と り環境デー｣ 広報事業など

上記とっと り環境デー実施事業を周知するポスタ蝿札云乏シの作成のほか 、 各種実施事業に

係る検討を行う世話役会や会員の情報交換及び交流を推進する全体会の開催等の運営経費

を支援した 。

【 こどもエコクラブ活動支援事業】

1 こどもエコクラブ活動支援補助金

環境を大切にする心と行動力の育成を図る ことを 目 的と したこどもエコ クラブが実施する様々な環

境活動 ･学習に対して補助を行った 。 ( 平成2 1 年度支援 : 7 2 クラブ)

2 こどもエコクラブ交流会

県内のこどもエコクラブの活動を発表し 、 クラブ同士の交流やクラブ活動の PRを行う交流会を開

催した 。

【環境にやさしい県庁推進事業】

既にISO 1 4 00 1 の認証取得をしている本庁及び各総合事務所 (東部総合事務所福祉保健局及び
　 　 　 　

西部総合事務所福祉保健局を含む 。 ) の環境管理システムを維持管理し 、 県の事務事業に伴う環境

負荷の低減 、 環境施策の推進に努めた 。

平成 1 9年度から実施している内部環境監査への 県民オブザーバーの参加も引き続き実施した 0

なお 、 平成2 1 年 1 1 月 1 6 日 から 1 8 日 にかけて更新審査を受審し 、 1 2 月 8 日 に登録の更新が認めら

れた 。 (審査登録機関 : (財) 電気安全環境研究所)

- 1 6 ‐



【アイ ドリングストップ推進事業】

｢鳥取県地球温暖化防止条例｣で定めるアイ ドリングス トップ認証制度について 、 宣言者及び推進事

業所に対して認証を実施し 、 運動を推進した 。

アイドリングス トップの認証状況

･ . 、
平 成 2 0 年 度 末

認証敷 く1 )

平 成 2 1 年 度

認証≧勝て (2)

平 成 2 1 年 度 末

認証数 ( 1 ) + (2)

次世代プ ロ グラ ム

目標値 (H22)

駐車時等エ ンジ ン停止宣言者 1 0 , 907名 592名 = , 499名
ー

駐車時等エ ンジ ン停止推進事業所
(従業員 )

776事業所

(1 3 , 854名)

365事業所

(2, 784名 )

1 , 1 4 1事業所

(I 6 , 638名)
900事業所

人数 (計) 24 , 76 1 名 3 , 376名 28 , 1 37名 35 , 増)名

【電源立地地域整備費 】

発電施設を立地した地域が存する市町村 ( 鳥取市 (佐治町 ) 及び三朝町) に対して 、 発電規模等に

応じて電源立地地域対策交付金を交付し 、 地域活性化事業を行う こと によ り 、 地域振興に寄与した 。

(事業費 . 7 1 r5 8 8 , 239 円 ( 国 1 0/ T O ) 事務費を含む 。 )

【鉱業権設定出願協議】

国 ( 中 国経済産業局 ) に鉱業権設定の出願があった場合 、 鉱業法第24条に基づき国は県知事に対

して協議を行う 。 これを受け ゞ 出願内容について県の 関係機関及び関係市町村の意見をと りまとめ 、

国へ回答を行う 。 平成2 1 年度は出願なし 。

【ノーレジ袋推進事業】

県内東 ･ 中 ･ 西部地域ノーレジ袋推進協議会を通じて 、 レジ袋削減を図るため 、 毎 月 1 0 日 ｢ ノ 1｣レジ

袋デー｣ の 店頭キャンペーン 、 各種イベン トで レジ袋削減の普及啓発を行った 。 ただし 、 レジ袋無料配

布中止の実施については 、 事業者は慎重な姿勢。

<主なイベン トでの PR>食のみやこ鳥取県フェスタ 、 打吹まつ り 、 県消費者のつどい等

(参考) レ ジ袋 目 標辞退率に対す る実績

地域 2 1 年度 目標 レ ジ袋辞退率 ( H22 . 3 ) (参考) 2 2. 年度 目 標

東部 5 0 % 4 5 % (主要 7 社) 6 0 %。

中部 4 0 % 2 9 % (主要 5 社 ) 5 0 %。

西部 5 0 % 2 9 % (主要 9 社) 7 0 %。

レジ袋辞退率の推移

50 .0%

40 .0%

30 .0%

20 .0%

1 0 .0%

霧鰭樅癒霧姿態"錢黎総露教灘蒸そ:臨機荘蔑も寮黛養護鑑霧殺ぎ増 減脅嚇灘擬等巍畿総務蕁.※弱 る:姿凄む 〆議さ絵-さ総裁ミ熟ま拙義

三◆- 東部

一女一 中部

一◎- 西部

0 ,。% 蹴 幻鰯淋詠ん ち" “ミ 絆慨然に ~ 靴 凝 然熱ね 解捗 . 鴛 1 癬佛 娚 淋搬糊淺
H20.4 H2 ! . 1 H2 l .3 H2 1 ,5 H2 1 . 7 H2 1 . 9 H2 1 . 1 l HZ2& 1 H2Z3
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【北東アジア環境保護機関実務者協議会参加事業】

第 1 2回北東アジア地域国際交流 ･ 協力地方政府サミッ トで採択された ｢環境交流宣言｣ に基づき 、 モ

ンゴル中央県で開催された ｢北東アジア環境保護機関実務者協議会｣ に参加した 。
　 　 　 　

また 、 協議会と同時に開催された ｢砂漠化防止 ･ 黄砂部会｣では本県が幹事として 、 技術者間の情報

交換のためのメーリングリス ト等を提案し 、 各地域の賛同を得て実行に移すこととした 。

【 ｢全国風サミッ ト in ほ くえい ｣支援事業】

風力 発電等の新エネルギーの普及啓発を 目 的と して平成2 1 年 7 月 に北栄町で開催された ｢全国

風サミッ ト i n ほくえい ｣ を支援 (経費の 2分の 1 と して 1 , 5 0 0千 円を負担) し 、 鳥取県にお けるク リーンエ

ネルギーの導入に向 けての取組みを全国発信した 。

【 とつと り カーボンオフセッ ト推進事業】

地球温暖化防止に向 け 、 カーボンオフセッ ト (企業等の C0 2排出 の 自 主的埋め合わせ ) について県内

の取組を推進するため 、 モデル事業及び支援を行った 。

1 カーボンオフセッ ト推進モデル事業

0県民や県内事業者にカーボンオフセッ ト制度等の普及啓発を行った 。

. 説明会等の開催状況 (説明会 : 4回 ･ 2 20名参加 、 シンポジウム 話 回 ･ 1 8 0名参加 )

･ 県政広報の新聞掲載による啓発 ( 3 回 )

0県有林の間伐によるカーボン ･ オフセッ トク レジッ ト (J ‐VER ) 取得に向 けたモデル的取組を行

った 。

･ J 一VER取得予定量 : 2 , 5 3 7 トン‐C02

( J 一 VERとは 、 カーボン ･ オフセッ トの ため に 、 環境省が設立した公′的機関による C02吸収

量 ･ 削減量認証制度 。 )

0 県内の C02 吸収 ･ 削減活動のクレジッ ト化や県内外の企業等へのクレジッ ト販売を行うカーボ

ン . オフセッ トプロバイダー養成研修等を開催した 。 ( 20社45 名参加 )

2 J 一VER取得に向 けた 申請手数料を補助し 、 県有林に次ぐ 県内のJ 一VER創出支援を図った 。
　 　

･ J 一VER申請手数料補助 ( 1 件 1 4 7 , 000 円補助 J ーVER取得予定量 : 3 , 3 9 3 トン‐C0 2 )

【バスネッ トを活用 した鳥取発バスロケーションシステム導入事業】

県内公共交通機関に活用するとともに 、 鳥取県発の ローコス トパス ロケ-ションシステムと して県外

への普及を図るため 、 県 内で現在運用 中 のバス経路探索システム ｢バスネッ ト ｣ を改 良し 、 新たにバス

ロケーション機能を付加したパス経路検索システムの基本構想をまとめ 、 概略設計を行った 。 ( 6 月 補

正 )

‐ 1 8 ‐



【エコ ･ カー関連産業創出事業】

, 環境にやさしい 自 動車と して普及が見込まれるハイブリッド･ カーや電気 自 動車等エコ ･ カーの要素

技術の研究開発をすすめ 、 関連産業の育成を図るため 、 産学官の連携によるエコ 竈 カー研究会を設
' ′

置 ･ 運営した 。 ( 6 月 補正)

【鳥取発パスロケーション ･ 検索システム構築事業】

平成2 1 年度6 月 補正予算で計上された ｢バスネッ トを活用した鳥取発バスロケーションシステム導入

事業｣で作成した概略設計を基に 、 既存のバスネッ トシステムとの統合による機能拡充など 当該シス

テムの詳細な開発設計 ･ 実証実験を行っている 。 ( 9 月 補正 、 平成22年度に一部繰越)

【カーボンオフセッ トクレジッ ト (J 一VER ) 検証事業】

県有林でのJ 一VER認証取得に必要となるモニタ リ ング報告書の検証を委託する費用 と して9 月 補

正で予算計上した 。 その後 、 検証費用は国費で負担されることとな り 、 予算執行はなかった 。

【企業会計環境対策費線出金】

県企業局の本局及び西部事務所の公用車 (計 2台 ) を環境対応車に更新する事業の経費につ い

て 、 地方公営企業法に基づき 、 一般会計から企業会計へ負担金の繰出 しを行った 。 ( 9 月 補正 )

【スマー トタウン推進可能性調査事業】

県内 におけるク リーンエネルギー資源の把握とその活用に係る調査事業を行う こ と によ り 、 地域資

源であるク リーンエネルギーを最大限活用 していく仕組みづく り を推進する 。 ( 1 月 補正 、 2 月 補正 、 平

成22年度に繰越)

･ 県内におけるク リーンエネルギー資源の賦存量調査

. ク リーンエネルギー活用の具体的な事業展開のための実証調査

･ 市町村単位の調査を行う市町村への委託

【新エネルギー導入促進事業】

県内の新エネルギー導入を促進し 、 地球温暖化防止に貢献するため 、 新エネルギーを活用する設備

を県有施設へ率先導入し 、 普及啓発を行った 。 (平成20年度からの繰越を含む 。 )

ペレッ トス トーブ3台 (鳥取東高校 、 鳥取養護学校 、 米子白鳳高校)

ハイブリッド型街路灯 1 基 (中部総合事務所 )
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9 予備費の充用調べ 該当な し

1 0 繰越関係調べ

( 1 ) 継続費逓次繰越調べ 該当な し

( 2 ) 繰越明許費調べ

ー
N
O
-

科 目 事 業 名 金 額 翌年度繰越額

左 の 財 源 内 訳

繰 越 理 由 . ･既収入特定財源 未収入特定財源
一般財源

国 庫 その他 国 庫 その他

衛生費
環境衛生費
環境保全費

スマー ト タ ウ ン推
進可能性調査事業
費 , .

1 1 2 , 300 , 000 9 9 , 1 90 , 00O

1
-

9 9 , 1 90 , 000

-

委託発注準備が年度末 と な り 、 年度内完
了が困難と な っ たため。 (国の二次補正
予算)

衛生費
環境衛生費
環境保全費

ノ ー レ ジ袋推進事

案費

5 , 3 7 9 , 000 3 , 3 85 , 000 l

--
3 , 3 8 5 , 000

レ ジ袋無料配布中止の取組について事業
者と の調整に不測の 日数を要 し 、 その P
R事業の年度内完了が困難と な っ たた
め 。

衛生費
環境衛生費
環境保全費

鳥取発バス ロ ケー
シ ョ ン ･ 検索 シス
テム構築事業費

1 6 , 9 53 , 000 1 0 , 8 7 8 , 6 5 9 1 0 , 8 7 8 , 6 5 9
国の補正予算の交付決定の遅れ ( 2 1 年1 2

月 ) に よ り 年度内の事業完了が困難と
な っ たため。

衛生費
環境衛生費
環境保全費

環境にや さ し い L
E D 照明導入促進
事業費

42 , 400 , 000 4 , 6 50 , 000 4 , 6 50 , 000
補助対象 と なる製品の開発に不測の 日数
がかか り 、 年度内の事業完了が困難 と
な ったため。

衛生費
環境衛生費

- 環境保全費

と っ と り 発グ リ ー
ンニユーア“ イ ーノレ

市町村補助金

1 22 , 0 6 6 , 000 8 6 , 5 3 8 , 750 8 6 , 53 8 , 7 50
国の補正予算の交付決定の遅れ (21 年1 1
月 ) に よ り 年度内の事業完了が困難と
な っ たため。

合 計 299 , 09 8 , 000 204 ′ 642 , 409 O O 1 1 4 , 7 1 8 , 6 5 9 8 6 , 538 , 7 50 3 , 385 , 00O

( 3 ) 事故繰越調べ 該当 な し

1 1 収入証紙取扱額調べ 該当 な し



1 2 収入事務処理状況調べ

( 1 ) 分担金及び負担金 該当な し
く 2 ) 使用料 該当な し

く 3 ) 手数料 該当な し

く単位 円 )
( 4 ) 財 産 収 入

~ 収 入 ･ 科 目
件数 調定金額 収入済額 ‐

不 納

欠 損 額

収 入

未 済 額
根 拠 法 令 名 等 備 考

目 節 細 節

財産貸付収入
財産貸付収入 日 本原子力機構への土地賞与料 J▼II 1 34 , 848 1 34 , 848 O O

計 (節 ) / 1 34 , 848 1 34 , 848 O O
-

利子及び配当金
利子及び配当金 l 22 7 , 0 1 0 - 6 9 5 7 マ 0 1 0 , 6 9 5 O O 鳥取県地域環境保全基金利息

計 (節) / 7 , 0 1 0 , 6 9 5 7 , 0 1 0 , 6 9 5 O O

･

本庁執行分計 ( 目 ) / 7 , 1 45 , 543 7 , 1 45 , 543 O O

出納機関執行分計 ( 目 ) / O O O O

合 計 / 7 , 1 45 , 543 7 , 1 45 , 543 O O

( 5 ) 寄付金 該当な し (単位 円 )

(単位 円 )
( 6) 諸 収 入

収 入 科 目 ｣ 件数 調定金額 収入済額
不 納

欠 損 額

収 入

未 済 額
根 拠 法 令 名 等 備 考

目 節 細 節

雜入
雜入

非常勤雇用保険料 べII 1 2 , 7 8 3 1 2 , 7 8 3 O ･ O . な し

過年度給与返納金 4 1 09 , 620 1 09 , 6 20 O O な し ｣ 、

財団法人 自 治総合セ ン タ ー

(環境保全促進事業助成金)
イー･ 400 , 000 400 , 000 O O な し

計 (節 ) 6 5 22 , 403 5 22 , 403 O O

本庁執行分計 ( 目 ) 6 5 22 , 403 5 22 - 403 O O

出納機関執行分計 ( 目 ) / 1 5 , 48 5 T5 , 48 5 O O

目 計 / 537 , 88 8 5 3 7 , 8 8 8 O O

合 計 / 537 , 8 8 8 53 7 , 8 8 8 O O



1 3 税外収入未済額調べ 該当な し

1 4 未収金回収促進のための取 り 組み状況 該当な し

1 5 税外収入不納欠損額調べ 該当な し

1 6 債務負担行為の状況調べ
: 円

r
N
N
I

事業名 種別

設定状況

当該事業の
契約額等

執行状況

備考
議決 期 間 限度額

設定年度の
執行額

A

債務負担行為の期間 合 計

A 十 B
20年度までの
執行額

21 年度執行額 22年度以降の
執行予定額

計
B

平成 2 1 年度 、
鳥取県庁 I SO 1 400 1

審査登録委託
委託料 H2 1 . 3

平成22年度から
平成23年度まで

1 , 280 , 000 1 , 0 1 6 , 750 508 , 3 75 508 , 3 75 508 , 3 75 1 , 01 6 , 750

l

合 計 1 , 280 , 000 1 , 。 議 6 , 750 508 , 3 75 0 O 508 , 3 75 508 , 3 75 1 , 0 1 6 , 750



1 7 負担金、 補助金、 交付金及び委託料支出状況調べ

( 1 ) 負 担 金
(単位 円 )

ー
N
の
ー

予 算 科 目
( 目 )

予算額 区分 負 担 金 の 名 称 支 出 先 負担率 支出年月 日 支出金額
支出の根拠法令名等 ,

(規約 、 要領等を含む。 )
備 考

環境保全費 3 , BO0 , 000 間接

平成2 1 年度鳥取県営電気事業
会計及び鳥取県営工業用水道
事業会計に対する一般会計から
の負担金

鳥取県企業局 1 /2 22 . 5 . 1 2 3 , 1 77 , 2 54

･ 地方公営企業法第1 7条の2
･公営企業課長内かん
･ 生活環境部長通知(2 1 . 1 2. 1 0

新規

国庫 (地域活性化 ･
経済危機対策臨時
交付金)

支出金額が1 0万円
未満の も の / 1 0, 000

本庁執行分計 / 3 , 1 8 7 , 254

出納機関執行分 / 0

目 計 / 3謡 87 , 254

合 計 / 3 , 1 87 , 254



( 2 ) 補助金

予算科 目 ( 環境保全費 )

補助金等の名称
交付先

間接
補助対象経費

実施計画承認

又は内示年月 日

着 手
年月 日

額の確定

年 月 日
支出 の状況

備 考交付申請

年 月 日 葬癪
検 査

年 月 日

概算払

精算払

の別

支出 年月 日 金 額

事 案 の 内 容

補 助 窒

及 び

補助金額

交付決定

年 月 ‘ 日

実績報告

年月 日

審査 ･ 実地

調査年月 日

住宅用太陽光発電システム
導入促進事業補助金

鳥取市外
1 5市町村 全部

. す 9 B , 653 - 350

22 , 4 , 28

22 , 5 , 1 0

算,算精精
22 , 5 , 1 2

22 , 5 , 2 1

992 , 000

1 3 1 , 44名 5 3 2

新規

国庫
(地域活性化 ･

経済危機対策臨
時交付金)

(2 1 . 8 , 7 外 )

2 1 , 1 1 , 25 外
一 一 一

住宅用太陽光発電システム
を導入す る個人に対 して 、

市町村 と 連携 して支援

2 / 3

1 32 , 4 34 , 5 32

(2 1 , 9 , 3 外)

2 1 . 1 2 . 1 8 外 22. 4 . 1 3 外 22 , 4 , 22 外

鳥取県環境にや さ し いLED
照明導入促進事業費補助金
(企業連携型)

ア ロー産

禁㈱、
鳥取電子

㈱、 .
三洋電機
㈱

36 , 249 , 6 87
2 1 . 1 1 . 1 0外 8件 精算

精算

精算

精算

精算

精算

精算

精算

精算

2 1 . 1 l . 1 3

22 . 4 . 30

22 . 4 , 30

22 , 4 . 30

22 . 4 , ･ 3 0

22 , 5 , 7

22 . 5 . 1 4

22 . 5 . 1 4

22 . 5 , 1 4

5 r ooo, 00O

3 , 09 3 , 000

1 , 900 , 000

2 - 062 , 00O

846 , 500

1 , 5 03 , 6 50

2 , 869 , 203

280 , 000

5 70 - 490

競醗21 , 9 , 30外 8件 2 1 . 1 0 . 20外 8件 弍 -

蛍光灯形 L E D 等製造事業
者が、 L E D 照明未開拓分
野の事業者 と連携 し て 、 当
該分野への普及計画を作成
し . モ デル的に導入す る経
費に対 し て助成

1 / 2

上限額5 , 000千
円

1 8 , 1 24 , 843

〔地域活性化 は

経済危機対策臨
時交付金)

2 1 . 1 0 , 9外8件 2 1 . 1 0 . 22外 8件 2 1 . = . 9外 8件

鳥取県環境にや さ し いLED
照 明導入促進事業費補助金

(地域連携型)
鳥取市

北栄町

部

35 , 049 , 550
′

一

22 . 4 , 22

精算 22 . 5 , 1 8 1 0 - 000 , 000

新規

国庫 (地域活性
化 ･ 経済危機対
策臨時交付金)

繰越 (H22 , 5)
1 2 , 400 , 000

(4 , 650 , ooo)

2 1 , 1 2 . 1 外 1 件 22 . 3 , 2 6

市町村が、 地元企業や地区
と 連携す る な ど し て 、 防犯
灯 、 公園照明な どに対 し て

市町村が直接実施、 も し く
は地区等に補助す る金額に
対 して 助成す る

1. / 2

上限額 1 0, 00O
千 円

1 4 , 6 50 , 000

2 1 . 1 2 . 1 4外 1 件 22 . 3 . 3 T 2 2 , 4 . 5

本庁執行分計 / / / / / / / 1 60, 55 9 , 3 7 5

出納機関執行分 / / / / / / / 6 , 28 6 , 7 26

各総合事務所生
活環境局

国 補 分 計 / / ,/ / / / / 1 66 , 84 6 , 1 0 1

表 の補足説明
1 ｢ 交付申 請年月 日 ｣ 及び ｢ 交付決定年月 日 ｣ 欄の ( ) 書 き は 、 変更に係 る も のの 当初の年月 日 で あ る 。

2 翌年度繰越分の期間 ･ 繰越事業費 を ｢備考｣ 欄に記入す る場合の ( ) 書 き は補助金相 当額で あ る 。 ｣

(単位 円 )
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(単位 円 )② 単 J 県 分

補助金等の名称

(補助金の創設年度 ) 交付先

間接
補助対象経費

実施計画承認

又は内示年月 日

着 手

年月 日

額の確定

年 月 日
支出 の状況

備 考交付申請

年 月 日

完 了

年月 日

検 査 ･

年 月 日

概算払

精算払

の別

支 出年月 日 金 額補 助 率

及 び

補助金掘
事 業 の 内 容 交付決定

年 月 日

実績報告

年月 日

審査 ･ 実地

調査年月 日

と つ と り 環境ネ ッ ト ワーク
支援事案補助金

(平成 1 8年度 )

と つ と り

環境ネ ッ
ト ワー ク

2話 68 , 5 7 5

. ･ 22 , 4 , 1 4

纜纈
2 1 , 4 . 1 4

22 . 4 . 2 6

3 , 9 32 , 000

△ 267 , 3002 1 . 3 , 2 6

･

3 , 6 64 , 7 00

地球温暖化防止活動な ど損
境活動の実施団体等の柴ま
り で ある ｢ と っ と り 環境
ネ ッ ト ワ ー ク ｣ が環境立県
を 目 指 して実施す る 活動に
対する補助

2 1 , 4 . 1 22 。 4 , 1 2 2 2 . 4 . 1 4

鳥取県版環境管理システム
1 種普及促進事業補助金
(平成博年度 )

T E M研

究所

465 , 00O
･ 2 2 , 5 . 1 0

精算 22 . 5 , 1 7 46 5 , 00022 . 1 . 2 8 22 、 3 , 3 1
(補助率 " 審査登
録料の う ち 、 事業
者が支払 う 料金 と
正規料金の差額。

正規料金のり2
( 定期 ･ 更新は

1 0/1 0) ま で 。 上
眼 1 00 , 0 00円 )

46 5 , 000

TEAS I 種審査の有料化に よ
る 登録事業者の負担を軽減
し 、 . 環境配慮活動の普及に
資す るため、 審査登録機関
に補助金を交付 し 、 審査料
の低減を 図 る 。

22 , 2 , 1 9 22 , 4 , 1 6 22 , 4 , 1 6

鳥取県温室効果ガス排出削

減ク レジ ッ ト 推進事業費補
助金

(平成2 1 年度 ) ･

オ フ セ ッ ト ク レ ジ ッ ト ･ ( J
ー V . E R ) 発行に係 る 申請
手数料を補助 (H20~ H24ま
での期間の C02吸収量に対
す る J 一 V E R発行申請手
数料) ゞ

特定非営
荊活動法
入 園幅の
山 と 里 美

1 47 , 000

(補助率 1 0/ 1 0 ,
上限20万 円)

22 . 3 . 24 ‘

精算 22 . 3 . 30 1 47 , 00O

'

新規

22 . 3 . 8 22 , 3 . 1 7

1 47 , 00O 22 . 3 , 9 22 , 3 . 1 7 22 . 3 . 1 8

グ リ ーンニ ューデ ィ ール市
町村補助金

(平成2 1 年度 )

鳥取市外

6 件

1 1 4, 2 3 5 , 594 22 . 4 . 2 6

精算

精算

精算

精算

精算

精算

22 , 5溝 2

2 2 , 5 , 1 2

22 . 5 . 1 2

22 , 5 , f 3

22 . 5 . 1 3

22 . 5 . 2 1

1 , 2 3 9 r ooo

8 1 5 , 5 94

3 , 7 80 , 000

亀 5 t 4 , 000

488 , 250

1 9 , 8 60 , 00O

新規

翌年度繰越額

(8 6 , 5 3 8 , 7 50 )

(2 1 も 1 2 , 1 5外 )

22 . 3 . 24外(補助率 1 0/ 1 0 :

溝 1 4 , 23 5 - ← 5 9 4

｢ と っ と り 発グ リ ー ン
ニ ューデ ィ ール基金｣ を活
用 し 、 平成24年 3 月 3 1 日 ま
でに 、 市町村に お いて実施
する地球温暖化対策等の取
組を支援 し 、 当 面の雇用創
出 を 中長期的 に持続可能な
地域経済社会を構築する 。

(22 . 2 , 8外 )

22 . 3 . 3 1 外 22 . 4 . 1 5外 2 2 . 4 . 2 6外

本庁執行分計 / / / / / / / 3 1 , 9 7 3 - 5 44

･

出納機関執行分 / / / / / ノ / 5 , 5 3 8 , 7 4 1

各総合事務所生
活環境局

単 県 分 計 / / / / / / / 37 , 5 1 2 , 2 8 5

表の補足説明
1 ｢交付 申 請年月 日 ｣ 及び ｢交付決定年月 日 ｣ 欄の ( ) 書 き は 、 変更 に係 る も の の 当 初の年月 日 で あ る 。

2 ･ 翌年度繰越分の期間 ･ 繰越事業費 を ｢備考 ｣ 欄に記入す る 場合の ( ) 書 き は補助金相 当額で あ る 。2 ･ 翌 度繰 分の期間 ･ 繰越事業費 を ｢備考 ｣ 欄に記入す る 場合の ( ) 書 き は補助

( 2 【 2 ) 補助金 ･ (他課か ら予算の配当替え を受 けて執行す る も の ) 該当 な し

- 2 5 ‐



( 3 ) 交付金

予算科 目 ( 環境保全費

補助金等の名称
交付先

間接
補助対象経費

実施計画承認

又は内示年月 日

着 手
年 月 日

額の確定

年 月 日
支出 の状況

備 考交付申請
年 月 日

完 成

年 月 日

検 査
年 月 日

概算払

精算払
の別

支出年月 日 金 額
補 助 率

及 び

補助金額
事 業 の 内 容 交付決定

年 月 日

実績報告
年 月 日

審査 ･ 実地

調査年月 日

鳥取県電源立地地域対策交
付金 .

三朝町

鳥取市 全部
7 1 , 45 9 , 3 6 6 2 1 . 7 , 1 外 22 ‘ 4 . 20 精算

精算

22 . 3 , 24

22 . 3 . 24

1 5 , 9 3 1 7 6 6

55 , 5 27 , 600

-

2 1 , 5 . 8 22 . 2 , 2 5外 22 . 3 , 30〔補助率 : 定額)

" - 459 - 3 66
発電用施設の立地円滑化に
資するため 、 市町村に対 し
補助 を行 う 。

2 1 , 9 . 4 22 . 3 . 1 2外 22 . 3 . 1 0

本庁執行分計 / / / / / / / ‐ … 7 1 , 459 , 36 6 - -

出納機関執行分 / 乙 / / / / / 0

国 補 分 計 / / / ノ / / / 7議 . 459 . 3 66

. 円 )

② 単 県 分 該当な し

‐ 2 6 -



( 4 ) 委託料

予算科目 ( 目 ) 国補

単県

の別

委 ｣ 託 料 の 名 称

委託契約の

相 手 方

- 初 契 約 ‐ ‐ ゞ ‐ 入 札 等

年 月 日

(契約保証金

完 了

年 月 日

支 出 の 状 況

備 考支出

区分

支 出

年月 日 金 額

‐ 予定価格

(群舞暢) l 凝 縮
変 藝 契 約 (最終) 納付等年月 日 )

履行検査

年 月 日

(契約年月 日 )

契 ‐ 約 額

契 約

期 間
契約形態

環境保全費

平成20年度
か ら の繰越

環境保全費

環境保全費

環境保全費

環境保全費 蹄一輛一齢一齢一膿
環境家計簿記録w e b シス
チム導入案務委託

バスネ ッ ト を活用 した鳥取
発バス ロ ケーシ ョ ンシステ

ム調査検討案務委託

鳥取発バス ロ ケーシ ョ ン ･

検索システム開発業務委託

鳥取発バス ロケーシ ョ ン ･
検索システム構築委託

地球温暖化防止普及啓発 C

A T V スポ ッ ト C M葉務委
託

ク ポタ システム

開発株式会社
営業本部 東日
本営業部
. -

株式会社 山陰
ビデオシステム

3 , B22 , 0 0 0

( H2 1 . 1 0 . 1 9 )

3 。 822 , 00 0

HZ 1 . 1 0 . 1 9 ~

22. 3 . 3 1

21 . 9 . 30

(免除) 22 . 3 . 3 1

纈=一一一一薇 Z1 . 1 1 . 2外

3 , 9 5 9 . 7 60

499 , BO O

1 , 6 20 。 1 89

4 . 453 . 709

3 . 3 7 6 , 5 90

新規
公募型プロポーザル
国補 (地域活性化 ･ 生活
対策臨時交付金)

交通政策課へ配当替え
新規
国補 (地域活性化 ･ 経済
危機対策臨時交付金 )

交通政策課へ配当替え
新規

交通政策課へ配当替え
新規

公募型プロ ポーザル3, 3 8 9 , 000

( H22 . 1 . 5 )

3 . 9 5 9 , 76 0
-

-

ー

-

(H21 . 7 . 3 1 )

3 , 3 7 6 , S 9 0

-~
2増後鬘

随

霊
21 . 7 . 1 3

( 免除)

22 . 4 . 1

霧
22. 3 . 3 1

随

21 . 9 . 28外

環境保全費 単県 鳥取県庁 I S O 1 4 0 0 1
定期審査業務委託

(財) 電気安全
環境研究所

2, 606 , 6 2 5

( H 2 1 ‐ 9 ‐ 29 )

1 , 0 1 6 , 7 5 0 24 . 1 . 3 1 ( 免除) 2 1 . 1 2 . 7 精算 22 ･ L 20 508 , 3 7 5 債務負担行為

、

ノ

一般

21 . 1 2 . 1 5

環境保全費 単県 TEAS は 種審査業務委託

T E M研究所

[初回審査] @ 1 00 , 0 0 0 円 /事業所
[定期 ( 5 1 人 以上) ･ 更新審査] @75 , 0 00円 /事業所
[交通費] @4 , 0 0 0 円 /事業所 ‐
[定期 ( 50人未満) ] @37 . 5 0 0円 /事業所
[交通費] @2 , ooo円 /事業所

( H2 1 . 6 . 3 )

[初回審査] @ 1 00 , 000円/事業所
[定期 ( 5 1 人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円/事業所
[交通費] @4 , 0 00円/事業所
[定期 ( 50人未満) ] @37 , 5 00円/事業所
[卒満 載] @2 , o oo円/事業所

2 1 . 6 . 3 ^-

22 . 3 . 3 1
(免除)

22 . 3 . 3 1

2 2 . 4 . 2 1

精算 22 . ･ 5 . 1 3 1 , 64 7 , 0 0 0

(有) 松本建設

[初回審査] @ 1 00 . 00 0 円/事業所
[定期 ( 5 1 人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円/事業所
[交通費] @4 , o oo円/事業所
[定期 ( 50人未満) ] @ 37 , 5 0 0円 /事業所
｢度涌 番] @2 , 00 0円 /事業所

(H2 1 . 6 . 3 )
[初回審査] @ 1 00 , 000円 /事業所
[定期 (5 1 人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 0 0 0円/事業所
[交通費] @4 . 0 00円 /事業所
[定期 ( 50人未満〕 ] @37 , 500円 /事業所 ,
[交通費] @ 2 , 0 00 円/事業所

21 . 6 . 3 ^)

22 . 3 . 3 1
(免除)

22 . 4 . 2 1

22 . 3 . 3 1

22 . 4 . 2 1

精算 22 . 5 . 1 3 篤 1 8 1 , 00 O

鳥取環境大学

[初回審査] @ 1 00 . 0 00円/事業所
[定期 (弱人以上 ) ･ 更新審査] @75 , 000円/事業所
[交通費] @4. o o o 円 /事業所
[定期 (50人未満) ] @37 , 5 0 0 円 /事業所
[交通費] @2 , 000円 /事業所

( H2 1 . 6 . 3 )

[初 回審査] @ 1 00 . 0 0 0円/事業所
[定期 街1 人以上 ) ･ 更新審査] @75, 000円/事業所
[交通費] @4 , 0 0 0円 /事業所
[定期 ( 50人未満) ] @37 , 50 0円 /事業所
[交通費] @2 , ooo円 /事業所

2 1 . 6 . 3 【]

22 . 3 . 3 1
(免除)

22 . 4 . 2 1

22 . 3 . 3 1 精算‐ 22 . 5 . 20 1 , 0 1 2 , 5 00

- -

･

随 22 . 4 . 2 1

予定価格が20万
円未満の も の

302 , 8 50

本庁執行分計 1 8 , 5 6 1 , 7 73

出納機関執行分脣十 ノノノノノ 0

目 計 1 8 , 5 6 1 , 7 73

合 計 1 8 . 5 6 1 , 773

( 4 - 2 ) 委託料 (他課か ら 予算の配当替え を受けて執行 した も の ) 該当 な し



1 8 工事請負費調べ

国補

県單

の別

. 科 目
( 目 )

工 事 名

当 初 入札等年月 日

(契約保証金

納付等年月 日 ) 請 負 人

支 出 状 況

完 成

年 月 日

変更

(解除)

の理由

内容

億 ･ 者支出

区分

年 月 日 金 額
(譲エ爵掲) I 擬約鴛自製 I 工 期

履 行 検 査

年 月 日

変更 (最終)
契約形態(変更年月 日 )

設 計 額

(契約年月 日 )
契 約 額

工 期

国補 環境保全費

そ

O

/

･

本 庁

執行分計
0 /

出納機関

執行分計
ノノノノ

1 . 869 , 00O /
/ 教育委員会博物館に配当

替え

1 , 869 , 000

1 , 869 , OQO

プ

ぬ
や す 8 - 2 他課か ら の配当 を受 【ナて執行 したェ事請負費調べ 該当 な し



1 9 財産に関す る調べ

( 1 ) 公有財産

ア 土 地

行政 ･

普通財産
の区分

機関又は
施設の名称

所 在 地

前年度末 本年度異動状況 本年度末

備 考
面積 ( 祚) 価額 ( 円 )

増減
別

異動 日 馨 煙醉 増減理由 登年自 筆 面積 (而)
価額′
( 円 )

行政財産
雨滝地内 旧産
業廃棄物処分
場跡地

鳥取市国府町雨滝 ･ 58 , 9 1 . 6 . 5 8 不明 '
増加 H H

58 , 9 1 6 . 5 8 ′ 不明 H5取得
減少 H ･ H

計 58 , 9 1 6 . 5 8 / /!/′ / 58 , 9 1 6 . 5 8
･

普通財産
(元) 倉吉農
業高等学校

(演習林)

東伯郡三朝町大字
木地山字内札谷
1 240‐4

4 , 8 1 6 . 00 不明
増加

、

･ H . ′

4 , 8 1 6 . 0O 不明
H1 8総務部よ り
引 き継ぎ

減少 H
･

H .

‐計 ･ 4 , 8 1 6 . 00 // /// // 4, 8 1 6 ‐ 0O

- -

一 . - - 、

合計
･

6 3 , 7 3 2 . 5 8 ｣// // 一/ ///｣//ノ 63 , 7 3 2 . 58

(平成22年3 月 3 1 日現在) .

イ 建 物 該当 な し

　
　 　

響 ウ 山 林

行政 ･

普通財産
の 区分

土地の

権利区分
機関名 又は
施設名 等

所在地

土 地 の 面 積 等 立 木 の 推 定 蓄 積 量

備考前年度末
面積 ( 椚)

本年度異動状況 本年度末
、 . 面積

( 而)

前年度末

現在高

( 椚)

本年度
中増減高

( 椚 )

本年度末

現在高
( 椚)

増減
別

異動 日 群 増減理由
登 記

年月 日

普通財産

計

県有
旧大山 ビ レ ッ ジ
計画土地

西伯郡大山町
豊房

69 8 , 7 3 7 . 5 0
増加

減少

アア

H

69 8 , 7 3 7 . 00 23 , 9 27 . 70

23 , 92 7 . 70

0

0

23 , 9 27 . 7 0

- - - ‐ - - -

23 , 92 7 . 70

H

アシノ

△、0 . 5 公簿面積

にあわせ
た

H2 1 . 9 . 1 5

報告 日△0. 5 6 98 , 73 7 . 006 9 8 , 73 7 . 50

合計

･

.- , そ 6 9 8 , 7 3 7 . 50 ノノ ｣/ノノノ △、 0 . 5 ノノ// 698 , 73 7 . 00 23 , 9 27% 7 0 0 23 , 92 7 . 7 0

(平成22年3 月 3 1 日 現在 )

工 不動産売却等 該当なし

オ 財産の交換 該当なし

力 動 産 (船舶 、 浮標 、 浮桟橋、 浮きドック 、 航空機) 該当なし

キ 物 権 該当なし

ク 無体財産権 (特許権、 著作権 、 商標権、 実用新案権等) 該当なし

ケ 有価証券 、 該当なし

コ 出資による権利 該当なし



種 別 前年度末
本 年 度 中

本年度末 備 考
購 入 額 l 使 用 額

郵便切手及び郵便はがき

円

2 , 030

円

、 1 6 , 030

‐ 円

1 2 , 5 20

･ 円

、 5 , 540

収入印紙 O O O O

収入証紙 O O O O

タ ク シーク ーポン券 O 、 O O O ･

鉄道バス プ リ ペイ ドカ ー ド O 0 l o O

合 計 2 , 030 l 1 6 , 030 1 2 , 520 5 , 540

平成22 3 3 1 日 現( 2 ) 郵券印紙の受払状況

(平成22 年 3 月 3 1 日 現在)( 3 ) 基金

種 別 ; 前年度末現%' 増 ㈲本 年 , 度 中 ずて■ ) ; 本年度末増㈲ } 備 考
･ 地 域 環 境 保 全 基 ･ 金

有価証券 l 4o ー , 9 24 , 蹴 ! 74 , 244 , 能 , 7 4 , 簿372 4o ー , 網 , 薊有価証券 l 40 1 , 9 24 , 8 9 0 ! 74 , 244 , 1 6 8 : 7 4 , 2 7 9 , 3 72

現 金 l 7 5 , 1 1 o i 、 7 4 , 27 9 , 3 7 2

合 計 i 402 , 000 , 0oo l 1 48 , 5 23 , 540

7 4 , 244 , 1 6 8 1 1 0 , 3 1 4

402 , ooo , ooo l 1 48 , 5 23 , 540 1 48 , 5 23 , 540

･ と っ と り 発グ リ ー ンニューデ ィ ール基金

現 金

0一O
. ,“㈱'ゞ (27 , 7 3 6 , 7 44も l 瀦d(出納整理期間中の取崩 22 -

合 計 8 92 , 3 1 8 ' ooo l ･ O

- - - - - - - - - - . - - - -

8 9 2 , 3 1 8 , Qoo l

債 権 の 名 称 前 年 度 末 十一 . . . . , 増 本 年 . 度 中 減 本 年 度 ,末
備 考

件数 l 金 額 件数 i 金 額 1 件数 、 金 額 件数 I 金 ‐ 額
普通財産
貸 付 料

i 円
= ･ 438 , 1 6 3 O 円o O

円

1 34, 848 1

円

303 ,3 1 5 日 本原子力研究開発機構への土地貸与料

合 . 計 1 i 438 , 1 6 3 O O O 1 34 , 848 i 1 303 , 3 1 5

･ 一

( 4 2 3 月 3 1 日 現



2 0 財産の貸付 け及び使用許可調べ

( 1 ) 土地及び建物

ア 土 地

行政 ･ 普通
財産の 区分

貸 付
(使用許可)
目 ‐ 的

･ 所 在 地
数 量
又 は

面 積
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イ 建 物 該当 な し

( 2 ) 物 品 ( 1 品 の 取得価格が 1 0 0 万 円 以上の も の ) 該 当 な し

2 1 借受不動産明細調べ 該当 な し

2 2 職員住宅及 び職員駐車場の 管理状況調べ 該当 な し

2 3 自 動車 ( 二輪 を 除 く ) の 管理状況調べ 該 当 な し

2 4 寄附物件の 受納状況調べ 該 当 な し

2 5 備品 の処分状況調べ 該 当 な し

2 6 現金 、 有価証券 、 物品 の亡失 、 損傷調べ 該当 な し

2 7 貸付金等状況調べ 該 当 な し

0 意見 、 要望等 特に な し




